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第1章  問題意識 

 

1980年代までの特に民生機器，通信，輸送機器などの業界では，垂

直統合型の研究機関，開発組織，生産組織を持つことが一般的であっ

た。国内外を問わず，多くの大企業には基礎研究を主な目的とする中央

研究所や，基礎研究の成果を実製品に展開する応用研究組織が存在

した。当時，これらの企業が垂直統合型の研究機関を持つ根拠は，独占

的な科学的新知識が，製品に応用されることで製品競争力に結びつくと

いう前提を持っていたためである。 

しかしながら，情報技術の発展などに伴って，商品開発・事業・投資な

どあらゆる分野の経営活動におけるスピードが加速していく中で，独占的

な科学的新知識を獲得する重要性は相対的に低下することになる。

Ferrier [2001] によれば，競争環境が激化した場合には，スピードが成

果に直結するようになる。加えて，必要となる科学的知識の複雑さが増し

ていく中で，基礎研究から製品開発までを自前で一貫的に備え，成果を

上げていくには，スピードとしても複雑さとしても限界を迎えたのである。そ

こで，1990年代には，基礎研究や中長期的な応用研究の縮小や廃止が

進み始め，企業はより短期的な製品開発に比重を置く傾向が強くなっ

た。日本国内では，その傾向は特に2000年代の景気が低迷する時期に

さらに顕著になり，結果的に多くの企業が，基礎研究を主体とする中央

研究所を閉鎖するに至った。同時に，事業のレベルでも選択と集中を推

進し，自社の強みである事業を最大限成長させる方針を取る企業が，成

長企業としてもてはやされるようになった。 

例えば2000年代初頭にはGEやHewlett-Packardは大胆な選択と集
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中を遂行し，企業買収なども含めた事業構造の転換を行い，既に優位

的な地位にある既存市場において，漸進的な製品開発を活発化するこ

とで，成果を上げた(Tichy & Sherman [1994])。日本企業でも選択と集

中に追従する企業が現れ，例えばパナソニックやキヤノンはGEに倣った

事業の取捨選択と研究組織のスリム化等により，2000年代後半まで同業

他社に比べて利益率が高い状態を維持することに成功し，優良企業と

認識されるに至った (日本経済新聞社  [2001], 日本経済新聞社

[2004]) 。 

他方で，2000年代以降にイノベーションの象徴的存在となり，2010年

代以降も大きな成長を遂げたのはGEやパナソニック，キヤノンのような選

択と集中で成功した企業ではなかった。GoogleやAmazonといったITサー

ビス系新興企業が技術革新をイノベーションに結びつける中心的役割を

担うようになる中，例えばAppleは,創業以来の事業であるコンピュータ事

業を継続しながらも，携帯音楽プレイヤーやスマートフォンで結果的に巨

大な市場を創造し，新たな市場の先駆者となった。 

では，GEやパナソニック，キヤノンはAppleになり得たのだろうか。無

論，事業や置かれている環境が異なるが，仮に理論的に経営の理想状

態を定義できたとすれば，2000年代に彼らがとった選択と集中の戦略

は，理想状態に比べてあまりに近視眼的な経営戦略であり，もう少し中

長期的視点で巨大市場を開拓する可能性に経営資源を投じておくべき

だったのではないだろうか。あるいは，不確実性が高まる中，新市場開拓

は経営目的とせず，直近の製品開発に資源を集中し，変化が必要とな

ったタイミングで企業買収を含めた事業変革を断行する方が，理論的な

理想状態に近く，企業としての生存率は高まるのだろうか。 



9 

 

 本論文の一貫する問題意識は，企業は生存または成長戦略として，短

期的成長と長期的生存を両立できるかというものである。とりわけ，近年

のように変化が激しく不確実性が高い環境下への適応力を高めた状態

を維持できるのか，である。その中で，特に製品開発において，技術的新

知識の獲得が必要となるような事業分野に属する企業群において，新市

場を創造するかもしれない新奇の製品を研究及び開発すると行為と，直

近の成果に貢献するであろう既存製品の漸進的改良のためのバランスを

どのようにとっていけばよいのだろうか。以上から，本論文の目的は，特に

研究や開発など探索的活動を行う産業において，新規知識の「探索」と

既存知識の「活用」のバランスを組織としていかに担保していけば，企業

経営の成功確率を向上させるか，これを分析することにある。 

このような課題は，経営学でもかねてから注目されてきたものであり，

March [1991] 以来，活用と探索またはそれらを合わせた「両利き」の議

論として概念化がなされてきた (O’Reilly & Tushman [2013])。しかしな

がら，活用と探索は抽象化された概念であるがゆえに，経営学上の多様

なコンテキストに応用展開されており，それぞれの先行研究の定義の差

異によっても活用と探索のインプリケーションに差異がある。また，本論文

が対象とする製品開発に関する実際の企業は組織内部の状態のほか

に，組織外部からの環境変化に常にさらされており，組織内部と外部環

境との相互作用の中で，活用と探索の間で具体的にどのようなバランス

をとるかについて，明確な結論が出ていない(Gupta et al. [2006])。この

理由としては，活用と探索という抽象的な概念に対して，個々の先行研

究で具体的なリサーチデザインを設計する際に，定義やモデルにばらつ

きが生じることや，そもそも経営学上の多様なコンテキストに応用展開され
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ていることなどが挙げられる。 

本論文では，これらの状況を念頭に踏まえたうえで，これまで論じてき

た問題意識から，製品開発が必要となる産業を対象として，企業の市場

進出戦略における既存製品知識の活用と，新規製品知識の獲得に焦

点を当てることにする。また，活用と探索の両利きに関する時系列的な変

化の分析を試みる点が，先行研究とは異なっている。というのも，次章以

降で設定されている個別の仮説を設定するために，本論文では，活用と

探索のバランスの理想状態は，外部環境の影響を受けることにより，常に

一定ではなく，時期によって変化するという前提に立っている。つまり，活

用的活動と探索的活動を固定的に継続し続けていたとしても，本来成し

遂げたい短期的パフォーマンスと中長期的な変化への対応の両立が実

現できるわけではなく，外部の状況に応じて，活用と探索のバランスを動

的に変化させることが必要なのではないかということである。 

以上の前提に立ったうえで個々の仮説を検証すべく，本論文では具

体的な分析方法として，組織外部の要因として市場の成長や不確実性

をパラメータとし，組織内部の要因として戦略的イナーシャを加味したうえ

で，それらの影響下で活用と探索が時間の経過と共にどのように相互作

用しながら，経営成果を生み出すかを定量的に分析することを試みる。 

以下，2章では，これまでの活用と探索及び両利きの概念に関するこ

れまでの先行研究を整理し，本分析の問題意識に適合した概念化がで

きること，またそのために必要な要件を整理する。3章では，本論文で分

析対象とする対象産業を質的に分析し，4章以降の定量的な操作化の

妥当性を担保する。4章では，本論文の問題意識の1点目である，経営

成果と活用と探索の関係性についてモデルを構築して分析を試みる。同
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時に，本論文で主に用いる定量的操作化の方法論についても説明す

る。5章では，本論文の問題意識の2点目である，組織における活用と探

索の自己強化プロセスに関する分析を行う。6章においては，より長期的

な時系列分析を試み，活用と探索が産業構造が変化した場合の企業の

生存率に与える影響を分析する。7章においては，以上分析全体を踏ま

え，本論文のインプリケーションをまとめることとする。 
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第2章  両利き概念のリサーチデザインへの

適用可能性 

  

本章の目的は，活用と探索の概念及びそれらを拡張した両利き経営

の概念に対するこれまでの議論をまとめ，既存研究間の類似点並びに相

違点を明確化することである。また，特に相違点に対して議論されるべき

論点を整理し，本研究の目的に合ったリサーチデザインを導出することで

ある。 

 

第1節  探索と活用の概念化 

 

March [1991] が活用と探索の概念を用いた簡易なモデル実験を実

施して以来，活用と探索の概念は多くの先行研究で導入されるようにな

る(O’Reilly & Tushman [2013])。 

しかしながら，その過程において，多くの先行研究が異なる文脈で活

用・探索の概念を導入したことにより，その定義は多様化している。加え

て活用と探索の適切なバランスをもたらす概念である両利き

(Ambidexterity)の議論についても，その定義とモデルが多様化してい

る。 

Gupta et al. [2006] によれば，活用と探索に関する課題は下記4点

である。これらの課題は，いずれ解決すべきというよりも，むしろこれらの差

異が生じうることを理解したうえで，適切にリサーチデザインがなされなけ

ればならないということである。 
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1-1 課題1－活用と探索の定義 

 

活用と探索の議論において第1の課題は，活用及び探索が具体的に

何を意味するかについては，コンセンサスがないことである。探索に関して

は，新たな学習やイノベーションを探索するというコンセンサスが概ね存在

するが，活用に関してはその限りではない。活用とは単に既存の知識を

再利用するのか，あるいは探索とは違った形で新たな知識を習得するこ

とも含むかについては，コンセンサスがあるわけではない。 

本論文の目的は，学術分野や研究対象ごとに異なる活用の定義を，

統一的に再定義することではなく，むしろ本論文の中において従来の活

用・探索の議論から逸脱しない範囲で活用と探索を本論文の目的に整

合する形で定義する。 

 

1-2 課題2－活用と探索のモデル化 

 

第2の課題は，活用と探索の関係性に関するモデルの多様性である。

すなわち，活用と探索の両立を図る両利きの経営は，概念モデルとして

活用のみ，及び探索のみを両端とし，相対比率が連続的に変化する概

念なのであろうか，あるいは，活用と探索は2つの異なる独立した概念で

あるのかという点である。 

過去この問いに対する答えは活用と探索という言葉の概念的定義に

依存していた。しかし，O’Reilly & Tushman [2013] はこの議論は言葉

の定義以上に重要であると主張する。というのも，活用と探索の議論の難

しさは，組織が活用と探索の両方を追求できるかということが，活用と探
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索が組織の意思決定と活動に対して競合的か補完的かで大きく変わっ

てくるからである。換言すれば，組織の成果に対する活用と探索のバラン

スについての実証実験の結果は，2つの概念が対立的か補完的かで変

わってくるのである。 

March [1991] は，活用と探索に対して非常に明確な理論化を行っ

た。つまり，活用と探索は本質的に異なる概念であり，互換でない。

March [1991, 1996] は，この互換性についてのいくつかの議論を行っ

た。Marchの議論では，活用と探索は下記のような特徴を持っている。 

① 活用と探索は有限な組織のリソースに対しては競争的である。定義と

して活用に対してより多くのリソースを充当することは探索に対するリソ

ースが少なくなることになる。 

②他のすべてが同一条件であれば，活用も探索も自己強化型である。結

果の可能性が広範に分散しているがゆえに，探索はよく失敗につな

がり，それはより新しいアイディアへの探索を導き，失敗の罠を引き起

こす。対照的に活用は早期の成功に結びつくことが多く，よって同一

軌道に沿ったさらなる活用強化を導き，成功を引き起こす。 

③探索に必要なマインドセットと組織ルーチンは活用に必要なそれらとは

大きく異なり，同時に追求することは困難である。 

以上より，Marchの議論は，活用と探索は組織の希少資源，意識，ル

ーチンを奪い合うのである。そして，その連続的な配分の両極端として活

用と探索が存在するのである。すなわちFigure 1のように表される。 
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Figure 1 活用と探索の分配で両利きをとらえたモデル 

出所：Gupta et al. [2006] 

 

ところが，その後の活用・探索の議論の進展の中で，Marchの議論の

前提に対して根本的な疑問を呈する考え方が出されている。すなわち，

組織内部の資源は必ずしもすべてが有限とは限らないという点である。い

くつかの資源，例えば情報や知識といった資源については無限と考える

ことができる(Shapiro & Varian [1998])。伊丹 [2012] は，この資源を「見

えざる資産」(pp.51)と定義し，技術力，生産のノウハウ，顧客の信用，ブ

ランドの知名度，組織風土，従業員のモラールの高さを例示している。そ

して，これらの「見えざる資産」は多重利用が可能なのである。 

Beckman et al. [2004], Beckman [2006], Patel et al. [2013] など

は，組織自身の経験による組織学習を活用とみており，それ以外からの

経験を探索と定義している。これらの研究では，活用と探索の対象は知
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識であり，知識を得るための組織学習は無限に実施可能であるがゆえに

活用と探索を互いに独立の概念ととらえている。 

また，組織は自組織が保有する内部資源にのみアクセスするわけでは

なく，外部環境に対して資源を求めることもある。外部資源へのアクセス

はMarchの議論で当初組織の内部資源として競争的と考えられていた制

約を回避する手段となる。たとえば，Katila & Ahuja [2002] が概念化し

た活用と探索は，資源が制約にならないモデルを採用する。より詳細に

は，Katila & Ahuja [2002] は，活用の変数に相当する「製品設計に対

する探索知識の深さ(Depth)」を，使用した引用特許の中の過去数年間

の再引用数の比率，探索の変数に相当する「探索知識の範囲 (Scope)」

を，当年の新規引用数の比率として定義した。これらは以下の数式 (1)及

び数式 (2)のとおり表される。ただし，iは企業，tは時刻である。 

 

𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖−1 =
∑ 𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡−2
𝑦𝑦=𝑡𝑡−6 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑖𝑖𝑖𝑖−1

           (1) 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖𝑖𝑖−1 =
𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑖𝑖𝑖𝑖−1
𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑖𝑖𝑖𝑖−1

           (2) 

                                出所：Katila & Ahuja [2002] 

 

このモデルでは，単一年度では，すべての特許引用が活用か探索か

に排他的に分類される。ただし，探索の深さすなわち活用度について

は，再引用回数の累積であるため，全体でみると活用と探索の合計が常

に一定となる排他モデルではない。 

また，Nerkar [2003] は，Katila & Ahuja [2002] の結果に対して，特
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定の特許群が相対的に大きなインパクトを及ぼすことを検証した。この研

究で，Nerkar [2003] は活用と探索の主要因に加えて，特許が活用と探

索の相互作用を生むというものである。このとき，Nerkar [2003] は探索

を「過去の知識の拡散時間」，活用を「過去の知識からの時間的近さ

（Recency）」と定義した。このモデルも，活用と探索を独立した概念として

設計されている。このように，活用と探索を競争的資源の配分の問題で

はない場合，活用と探索のモデルは，Figure 2で示した図で表されるよう

なモデルになる。 

 

Figure 2 活用と探索を互いに独立な事象ととらえたモデル 

出所：Gupta et al.[2006] (1b) 

 

これら先行文献が両利きの概念をめぐって示唆していることがある。そ

れは，活用と探索を両端とするバランス型として研究設計を行うか，両方

が極大化する可能性がある独立の変数として研究設計を行うか，これは

つぎのいずれの考えをとるかで決まってくるということである。すなわち，そ
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れぞれのリサーチデザインの中で，特に対象とする活用と探索が競争的

資源なのか，そうではないと考えるのか，である。ここを慎重に決定しなけ

ればならない。競争的資源に対して組織の意思決定や学習によって成さ

れる分配が検証されるべき仮説なのであれば，両利きの概念は，Figure 

1に示すように，活用と探索を両端とした逆U字が予見されなければならな

い。一方で，必ずしも競争的資源配分の問題でないのであれば，活用と

探索の定義に応じてFigure 2のような両利き状態が予見されるべきであ

る。 

以上から，新製品開発の分野においての先行研究では，競争的資源

の分配の考え方を超えて，活用と探索の両方が極大化する可能性を持

たせた設計になっているものが多い。 

 

さらに，上記2つの概念を統合したようなモデルを用いる先行研究も存

在する。Cao & Zhang [2009] は，企業の両利きの状態を，バランス型の

両利きモデル(Balanced Dimension)と，統合型の両利きモデル

(Combined Dimension)の両方で評価し，企業成果と外部環境の影響に

ついて評価した。”BDは企業内部で活用と探索をバランスしなければなら

ないような活動，CDは活用と探索が合わさることで強度が上がるような活

動である。” (Cao & Zhang [2009])。この結果によれば，バランス型モデ

ルでも統合型両利きモデルでも企業成果を上げることができるが，その両

方が存在するときには，シナジーが発生しより高い企業成果が期待できる

と結論付けた。 

 この研究は両利きを2つの異なる次元に分割し，バランスを取らなけれ

ばならない部分と双方が強化させられる部分に分離した点において価値
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がある先行研究である。しかしながら，これらの2つの次元が，外部環境の

如何にかかわらず，定常的に最適解をもつかどうかについて検討を続け

なければならない。換言するならば，我々はこれらのバランスを外部環境

や市場の状態の変化を含めた時系列的な状態での動的な最適解は存

在し，それを導き出すことはできるのであろうか。 

以上議論してきたように，活用と探索の研究またはそれらを核とした両

利き研究は，そのリサーチデザインに依存して活用，探索及びそれらに

予見されるモデルが異なる。より詳しくは，組織の知識習得の状態観測を

主目的とするか，資源論に基づく組織のバランスを観測の主目的とする

かによって，予見されるべきモデルも異なった定義がなされる。 

 

1-3 課題3－対象組織の階層 

 

両利きの議論にける第3の課題は，組織内部の階層化，または部門間

などによる差異である。この議論は，構造的両利き(Structural 

Ambidexterity) (e.g. O’Reilly et al. [2009], O’Reilly & Tushman 

[2004])と文脈的両利き(Contextual Ambidexterity)(e.g. Gibson & 

Birkinshaw [2004]) として概念化される部分である。 

すなわち，企業の内部で活用的組織と探索的組織が疎な結合である

か，標準化された，あるいはモジュラーな組織間のインターフェイスで結合

しているような場合であって，その最小組織単位で両利き分析をする限り

においては，組織内部の階層化の問題は生じない。しかしながら，一般

的には企業内には複数の組織が存在し，その中には探索的な部門とル

ーチンワークを中心とする部門とが混在していることが予見される。それら
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の企業の活用と探索を，企業全体として分析する場合には，組織階層の

問題が大きな問題になることがある。したがって，リサーチデザインによっ

て組織階層は慎重に取り扱われる必要がある(Perretti & Negro 

[2006])。 

たとえば，Gupta et al. [2006]は，Ciscoのような大企業を例にとり，こ

れらの企業では製品の研究開発と販売，保守やその以外の部分との部

門間のインターフェイスは比較的標準化されており独立性が高くなる。そ

して，このような場合には，製品開発に必要とされる資源は，その後の活

動とは補完関係にあると主張している。つまり，Ciscoのような大企業で

は，複数の部門の役割が明確で，かつその間のやり取りの内容や手段，

ルールといったものが明確化されている。したがって，たとえば，極めて高

い探索を研究開発がある一方で，極めてルーチン化された製造工程や

保守サービスを行っている部門が同一企業内に存在し，それらの部門に

よって会社全体が構成されていることは十分にありうることである。極端な

例をあげるなら，探索しかしない研究部門と，活用しかしない製造部門が

あったとしても，企業全体としては両利きになるわけである。このとき，リサ

ーチデザインとして，企業全体の構造的な両利き，たとえば研究所の探

索度と工場の活用度のバランスが経営成果に与える影響などについて

検証するのであれば問題ないが，対象となる組織の粒度や両利きの定義

が適切でなければ，活用と探索の両利きの状態は全く異なって観測され

る懸念がある。 

さらに，両利き概念の適用範囲が企業内部を超えて企業間の関係性

における活用と探索を取り扱う研究もおこなわれている（Lavie & 

Rosenkopf [2006], Holmqvist [2004], Hoang & Rothaermel [2010] な
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ど）。これらの研究では，活用と探索を，あくまでも「組織間の関係性」に

限定して適用することで，組織内部の階層の課題を回避しているようであ

る。 

 

1-4 課題4－時系列的なダイナミズム 

 

第4の課題は，活用と探索の実現が必要であったとしても，それを時系

列的に同時に実行するのか，時間的に分割して実行するかということで

ある。活用と探索のバランスが必要であるとしても，このバランスを達成す

る方法については，２つの方法が提唱されてきた。1つは(Benner & 

Tushman [2003], Christensen [1997], Miller [2006])などの同時並行

的に発生する概念であり， もう1つは (Burgelman [2002], Levinthal & 

March [1993], Siggelkow & Levinthal [2003])が提唱してきた断続平衡

的な，すなわち活用と探索を異なるタイミングで実行する方法である。

Benner & Tushman [2003] によれば，両利きと断続平衡は下記の通り

解釈されている。 

両利き的組織は，高い次元で差異化され，しかしながら緩く統合され

たサブユニットから構成されている。探索的組織が小さくそして分権化さ

れており，緩慢なカルチャーとプロセスを持つ一方で，探索的組織は大き

くより中央集権化されていて，文化やプロセスの結合度も高い。探索的ユ

ニットは小さな成功体験と失敗体験を繰り返すことにより実験的に成功し

ていく(Sitkin [1992] )。プロセスマネジメントが実験的になりがちであるこ

とから，探索的ユニットとそのプロセスに移行することを阻害する。他方

で，活用的組織は変動を抑制し，プロセスマネジメントの努力と関連した
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強い結びつきによって効率を最大化する。 (2003: 252) 

以上のように，両利きだけが活用と探索をバランスする手段であるわけ

ではなく，断続平衡や，時系列的な活用と探索の循環，それらは例えば

長期間の活用と短期間の探索の循環によるバランスのメカニズムもまた，

合理的な手段になる(Benner & Tushman [2003])。 

Burgelman [2002] はIntelの事例から断続平衡のほうが両利きよりも

実行可能なモデルであると指摘する。最適な組織の長期的な断続平衡

を伴った適応は，おそらく，複数の時期によって構成され，それぞれがそ

の時に適用可能な活用か探索に集中しているのであって，将来に備えて

連続的に活用と探索の両方をバランスするよりも良いのではないだろうか

と主張している。 

本研究が示唆するところは，自律的な戦略プロセスは本質的に両方を

交互に実施することが同時に2つを追求するよりも効率が良いのではない

かということである。 

このように，活用と探索の両立をするという点ではいずれも合理的では

あるが，両利きと断続平衡は非常に異なる方法であり，以下のような疑問

が生じる。すなわち，これら両利き(Ambidexterity)と断続平衡は相互に

可換なモデルのか，あるいは環境的または組織的なコンテキストの中で，

どちらか最適なメカニズムがあるのか，ということである (O’Reilly & 

Tushman [2013])。これらに加えて，O’Reilly & Tushman [2013] はコン

ティンジェンシーの視点もまた検討の余地があると付加する。つまり，仮に

単一のドメインの中で活用と探索について調査すれば，そして活用と探

索が連続線の両端に位置するように相互排他の概念として適切に概念

化できたならば，両利きは単純に選択肢にはならず，その単一ドメインは
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断続平衡モデルにしか成りえないというわけである。対照的に，もしも注

目範囲の活用と探索が複数の組織それぞれが緩く結合されたドメインに

対するものであるならば，第3の課題で論じたように，活用と探索は両立

可能な互いに独立な概念と成り得る。特に複数のモジュラー部品からな

るシステムとしての製品開発においては，活用によって作り出されたモジ

ュールを1つの部品として探索的にシステムの中に組み込むことが可能に

なる。以上を踏まえ，Gupta et al. [2006] は下記の通り議論をまとめて

いる。 

 

1．分析対象が単一ドメインである場合，そして活用と探索が両端となる

バランスモデルとして概念化された場合には，論理的帰結として断続

平衡モデルが活用と探索のバランスをとるのに唯一適切なメカニズム

になる。 

2．分析が複数ドメインにまたがるうえにそれらのドメインが緩く結合され

ており，かつ活用と探索が互いに独立する概念で取り扱われていると

き，論理的帰結として両利きが活用と探索のバランスを実現できる唯

一適切なメカニズムになる。 

3．両利きと断続平衡モデルは，個人またはサブシステムレベルよりも組

織レベルまたはシステムレベルにおいて目標を達成させる。 

 

特に時系列の両利きの定義については，両利きの概念をイノベーション

の議論に適用させる場合には議論がなされてきた。また，本稿の問題意

識において重要になるであろう，時系列的な両利きの概念化について

は，リサーチデザインにも影響を及ぼすため慎重に吟味されなければなら
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ない。したがって，次節において両利きの概念をイノベーションに適用し

た場合の先行研究について改めてレビューする。 

 

第2節  イノベーションと両利きに関する先行研究 

 

March [1991] に代表される初期の活用と探索の研究は，組織学習

のコンテキストで議論されてきた。組織学習のコンテキストでは，知識の新

規性はあくまでもその知識を利用する当事者にとってのものであった。つ

まり，Rothaermel & Alexandre [2009] を初めとする組織学習のコンテキ

ストでの先行研究は，活用と探索を組織として学習した知識内容によっ

て識別すると言うよりは，当該組織にとって「新規」知識の獲得を伴うか否

か，つまり組織学習のコンテキストにおいて両者を識別している。つまり，

知識の新規性は，社会的な新発見や発明を意味するわけではなく，当

該組織にとって学習プロセスによって得られた知識かどうかで決まるので

ある。 

一方で，イノベーションのコンテキストにおける活用と探索の応用展開

には大きく2通りのパターンで行われている。 

第1は，イノベーションそのものの質に対して活用と探索の概念適用し

ようとするものであり，新規知識と既存知識の中から，どのようなイノベーシ

ョンを発生させるかという観点である。これらの論点では，漸進的イノベー

ションと革新的イノベーションの議論として，はAbernathy & Clark 

[1985] やDewar & Dutton [1986] によって展開されてきた。また，

Tushman & Smith [2002] が，漸進的イノベーションを「既存のニーズを

活用する行為」，革新的イノベーションを「既存の顧客やニーズから隔絶
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された分野の探索行為」であると定義し，イノベーションの質と組織の活

用と探索を関連付けている。たとえば，Rosenkopf & Nerkar [2001] は，

組織の内外での知識探索と，技術的境界の内外での知識探索に探索

を分類し，技術革新に与える影響を検証した。Laursen & Salter [2006] 

は，オープンイノベーションの概念を定量評価した。その過程で，探索

(breadth)の幅と探索の深さ(depth)を定義し，結果的にbreadthとdepthの

両方を高いレベルで実現する企業ほどイノベーションによるパフォーマン

スが大きいが，オープン化は効果を低減させる要因となるため，過度な探

索はパフォーマンスを低減させることを示した。イノベーションにおける両

利き概念の適用の例としては，上記以外に活用的イノベーションと探索

的イノベーションの定義を細分化して適用しているものもある(Raisch & 

Birkinshaw [2008], Lin et al. [2013])。 

第2は，組織としてのイノベーションを推進または他社のイノベーション

による変化に追従する方法として，活用と探索及びその両利きで説明を

試みようとするものである。 

Christensen [1997] はイノベーションのジレンマの概念を提唱したが，

その対策として，Tushman & O'Reilly [1996] が両利きの概念を企業の

漸進的変化 (evolutional change)と革命的変化 (revolutional change)へ

の対処策として導入した。Christensen [1997] はイノベーションのジレン

マは合理的帰結であり，そこから逃れることは困難であるとした。これに対

して，Tushman & O'Reilly [1996] は，大きな変化に対して大半の企業

は移行に成功しないとつつも，変化に直面したときに変化に適用し，生

存している例があることを示唆した。 

O’Reilly & Tushman [2008] は，イノベーションに伴う変化の中で企
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業が生存するための手法は，テクノロジーサイクルとイノベーションストリー

ムを適切に管理することであると主張した。ここで，テクノロジーサイクルと

は，業界を問わず発生するものであり，ある業界において業界標準となる

支配的デザインが登場し，その後標準から急速に逸脱することを示す。

つまり，既存市場を破壊するような新たな製品が登場するプロダクトイノベ

ーションと，その後，当該製品が切り開いた新規市場におけるコスト競争

や漸進的な機能競争が起きるプロセスイノベーションの繰り返しが生じる

ことが予見され，それらのサイクルをテクノロジーサイクルとした(Tushman 

& O'Reilly [1996])。他方，イノベーションストリームとは，イノベーションを

3つの類型に分類したときに，それぞれが既存市場にもたらす経緯のこと

である。O’Reilly & Tushman [2008] は，いくつかの事例研究を通して，

テクノロジーサイクルと両利きがイノベーションのジレンマへの対応策であ

ると主張している。 

このイノベーションによる変革への対応が難しい理由は，初期段階で

は取るに足りない技術革新が結果的に市場を大きく変える革新的イノベ

ーションに発展することになるが，初期の段階では，革新的イノベーション

やその原動力となる探索活動の成功に不確実性を伴うことである。 

Suzuki & Methé [2011] はこの点に着目し，経営成果の不確実性と

関連付けて活用と探索を定義した。これらの研究では，活用は企業の経

営資源を効率的に利用する行為であるため，経営成果に直結する要素

であり，探索は不確実要素が高いが，既存の経営資源活用の延長線上

にない大きな経営成果を上げることが期待される行為であると定義されて

いる。経営資源を効率的に活用しながらも，不確実性による失敗コストの

ジレンマを抱えつつも革新的イノベーションを目指して探索活動を行う必
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要性を示唆している。実際，Mudambi & Swift [2014] は，研究開発費の

増加が，探索機会の増加と影響力の高い特許技術の創出など，研究開

発関係のアウトプットと正の関係性があり，結果的に企業パフォーマンス

との間にも正の関係性があると論じた。 

以上論じてきたように，イノベーションと両利きの先行研究には，イノベ

ーションそのものを活用的・探索的ととらえた先行研究 (McGrath [2001] 

など)と，両利きの概念をイノベーションに起因する環境変化に適応する

ための方法として，導入する先行研究があり，特に後者については，テク

ノロジーサイクルやその変化に伴う不確実性の観点から議論がなされて

いる。 

 

第3節  まとめ 

 

本章では，活用と探索の既存の議論について，その定義やモデル化，

時系列的コンセプトなどによるこれまでの議論体系をまとめた。活用と探

索及びその両利きの概念は，多様なコンテキストで用いられており，それ

ゆえに対象となる組織構成を適切に選択したうえで，適用に際する課題

を回避した状態で適切にリサーチデザインを行われなければならない。 

そのうえで，本研究が特に研究の対象とする不確実性の高い研究開

発や，プロダクトイノベーションに関する先行研究について調査した。 

両利きの概念はイノベーションの議論に比較的早期から応用適用され

ているが，その適用の方法には2種類あり，1つはイノベーションそのものを

活用的行為と探索的行為に分類するもの，2つめはイノベーションによる

変革に対する生存確率を高める手法として両利きの概念を適用しようと
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するものであった。その両方において，多くの先行研究が存在し，特に後

者においては両利きが変化に対して有効であるとの結論に達している。 

しかしながら，これらの議論を踏まえたうえでも，企業がテクノロジーや

代替商品が入れ替わる市場の状態に応じて，時系列的に活用と探索の

程度をいかに変化させる傾向にあるのであろうか。またどの程度新奇性が

強い探索に乗り出すことが有効なのだろうか。また，実は重要なのは外部

環境にイベントが生じた時点というよりは，そのはるか以前のタイミングで

の活用と探索のバランスが重要な要素になるのではないだろうか。 

本研究ではこれらを探求するべく，次章以降で詳細にリサーチデザイ

ンを設計し，仮説検証を試みるものとする。 
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第3章   対象産業の質的分析 

 

 本章においては，本論文の分析対象とする家庭用ゲームソフト産業の

特性と，重要な補完品である家庭用ゲーム機器との関係性について，質

的な側面について調査した。 

 

第1節  家庭用ゲームソフト産業特性 

 

本論文では，日本の家庭用ゲームソフト産業を検証対象として分析を

行った。日本の家庭用ゲーム機市場は，1970年代後半に生まれ，1980

年代後半になると，本格的な普及期に入る。具体的には1983年に，アー

ケードゲームと同等の品質のゲームを家庭で楽しめる家庭用ゲーム機が

登場した。セガ，アタリ，トミー，バンダイなどが相次いで家庭用ゲーム機

を発売したが，とりわけ任天堂のハードウェアが市場を席巻し，発売半年

で47万台，翌年には165万台を売り上げるヒット商品となり，ファミコンの爆

発的普及は社会現象化した。 

 以降20年間にわたり，日本の家庭用ゲーム産業は世界的に見ても最

大規模の巨大産業に成長し栄華を極めたが，近年はスマートフォンなど

のモバイル情報機器のゲームやネットワークゲームなどに押され，衰退期

を迎えているようである。 

本論文が特に日本のゲーム産業を取り上げるのは，下記6点において

問題意識に準じた操作化を担保しやすいためである。 

① 当該産業が特に観測時期においては比較閉じた産業であり，他産業

の影響を受けにくいと思われた点  
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② ゲームソフトメーカーにとって重要な補完品であるプラットフォームにつ

いての競争があり，数年ごとにドミナントなプラットフォームが入れ替わ

っており，1つの産業かつジャンルの中で，特定の補完品に左右され

ることなく観測ができる点  

③ そのプラットフォームの変化に合わせて，プラットフォームに適合するジ

ャンルも入れ替わり，期間全体として特にサンプルが少なくなりがちな

探索行動が生じる回数が多くなる点  

④ 産業のライフサイクル全体を観測対象にでき，かつプラットフォーム開

発競争に応じてドミナントなプラットフォームが確定的で安定的に成長

している時期と，複数のプラットフォームが乱立し，成長率も低い成長

の不確実性が高い時期が比較的明確に，かつ繰り返し現れる産業で

ある点  

⑤ 産業内には比較的小規模な企業も多く，その意味において構造的な

両利き(Structural Ambidexterity)が簡単に行える企業が少ないこと

が予見される。これは前章の課題3で指摘されている，リサーチデザイ

ンとして分析粒度が大きすぎて，時系列的分析が適切に観測できな

い危険性を排除することが可能である点。 

⑥ 既に家庭用ゲームソフトウェア産業は衰退期を迎えており，ゲーム産

業の多くは既にネットワークやモバイルゲームに移行しており，長期的

視点での企業生存を観測できる点  

 

以下では，日本の家庭用ゲームソフト産業について，定性的な視点から

より詳細に分析する。 
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第2節  ゲームタイトルメーカーの登場と競争環境 

 

任天堂のファミリーコンピュータはハードウェア発売初年度に9タイトル

のゲームがリリースされたが，すべては任天堂が作成したゲームであり，プ

ラットフォームベンダー以外のゲームソフトメーカーがゲームタイトルをリリ

ースするのは1984年である。生稲 [2012,p81] によれば，任天堂がファミ

リーコンピュータ向けのゲームタイトルの開発許諾を条件付きで認めるよう

になったためである。任天堂ファミリーコンピュータ用のゲームタイトル数の

推移は下記Figure 3の通りであり，ゲームタイトルの多くが任天堂の管理

下で任天堂以外のゲームソフトメーカーからリリースされることになった。 

 

 

Figure 3 Number of Game Titles for Nintendo Family Computer 

出所：生稲 [2012] を元に筆者作成  
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 したがって，任天堂のファミリーコンピュータが事実上の支配的プラット

フォームであった時期においては，任天堂がゲーム開発の契約を締結し

たゲームメーカーにのみゲーム開発を許諾したことも相まって，プラットフ

ォーム内部で特に開発品質，製造コスト，価格維持などの面において，

比較的統制された競争環境であったといえる。その統制された競争環境

の中で，ハドソン，ナムコなど複数のゲームメーカーが競合として存在し，

ゲームメーカーとして成長することになった。 

初期のプラットフォーム間競争において，任天堂はファミリーコンピュー

タによって支配的プラットフォームを確立した。その後，任天堂は1990年

にCPU性能を向上させたスーパーファミコンを発売する。初代ファミリーコ

ンピュータと，スーパーファミコンとの間ではゲームソフトの後方互換性は

なかったが，コントローラなどのユーザインターフェイスはファミリーコンピュ

ータを踏襲し，ゲームソフトメーカーへの販売ライセンスなども基本的に踏

襲されたため，ゲームソフト開発への敷居が大きく変化することはなかった

ものと考えられる。任天堂のプラットフォーム移行にあたってのゲームソフト

囲い込みの戦略もあり，多くのゲームソフトメーカーは任天堂にとどまるこ

とになった。 

 したがって，ファミリーコンピュータと，その後継であるスーパーファミリー

コンピュータが支配的なプラットフォームとして君臨していた時期において

は，任天堂向けのゲームソフト制作会社の競争時代が続いた。 

 任天堂がプラットフォームを支配していた構図に変化があったのは，

1994年にソニーがプレイステーションを発売した時期である。同年には

SEGAからもSEGA Saturnが発売され，新たなプラットフォーム間競争が激

化した。生稲 [2012] によれば，プレイステーションはいくつかの点で，ゲ



33 

 

ームソフト開発にとって，スーパーファミリーコンピュータと決定的に異なる

部分があった。第1に，ゲームに3D表示が可能になったこと，第2に，

CDROM媒体になり，ゲームの容量制約が著しく緩和されると同時に，パ

ッケージの製造コストが低下したこと，第3に32bit高性能CPUを搭載し，

家庭用パーソナルコンピューターに匹敵または凌駕する処理性能を持つ

ようになったことである。SEGA Saturnも同様にCDROM媒体であり，それ

ぞれの仕様において差はあるものの，プレイステーションに近い構造であ

った。 

 その後，プレイステーションは家庭用ゲーム産業をけん引するようにな

り，その後継であるプレイステーション2が登場するまでの間，支配的なプ

ラットフォームとなった。 

 その後，プラットフォームを支配したのはプレイステーションの後継である

プレイステーション2である。プレイステーション2は1999年にリリースされ

た。プレイステーション2はプレイステーションの後方互換性を考慮して設

計された。実際には内部のプロセッサに互換性はなかったが，後方互換

性能を維持するために，初期のプレイステーション2はプレイステーション

用のプロセッサも並べて搭載し，機能としてはプレイステーション用のゲー

ムソタイトルも動作可能であった。この後方互換仕様が功を奏したこともあ

り，プレイステーションからプレイステーション2への移行は進行し，プレイ

ステーション2の普及とともに，ゲームタイトルもプレイステーション2用に急

速に移行した。このプレイステーション2の1強時代は2003年まで続いた。 

 つぎにプレイステーション2からゲームタイトルシェアを奪ったのは任天堂

DSである。2004年に登場した任天堂DSは従来の家庭用ゲーム機器とは

根本的に異なるユーザインターフェイスを搭載した。結果的に従来の家
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庭用ゲーム機器市場だけでなく，従来ゲームをしなかったような客層のニ

ーズをとらえることに成功した。 

 他方，この時期になるとプレイステーションポータブルや任天堂

Wii(2006年 )なども投入され，相互にシェアを奪い合うようになる。従来の1

強時代に比べると，それぞれのプラットフォームのシェアは低下する反

面，高いシェアを持つプラットフォームが複数存在するようになる。この点

において，2004年以降は各ゲームメーカーがどの有力プラットフォームに

向けたソフトを制作するかの選択肢が，ゲームメーカー側にも与えられる

ような状況になった。 

 2008年になると，プレイステーション3が投入される。この時期は，前フェ

ーズに引き続き，複数のプラットフォームがシェアを競う状況である。一方

で，2007年のApple社がiPhoneを発売したことにより，本格的にスマートフ

ォンが普及し始める時期であり，家庭用ゲームは，徐々にスマートフォン

用ゲームアプリと競合するようになる時期である。 

 以上の歴史的背景に基づいて考えれば，ゲームソフト制作会社にとっ

ての市場の不透明性は支配的なプラットフォームに大きく影響されると言

える。支配的プラットフォームが明確な時期においては，当該プラットフォ

ームに対応したゲームを作成すれば成功確率が上がることは言うまでもな

いが，それとともに重要なことは，支配的なプラットフォームが得意とする

ゲームジャンルが活況を帯びるであろうということである。これについては

次節以降で説明する。また，この見方は相互作用的であって，ゲームジ

ャンルが反映することによって，支配的プラットフォームがより優位性を発

揮する自己強化ループが回ることも意味している。 

 そこで，支配的なプラットフォームが変化する時期と，比較的安定してい
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る時期について分析する。プラットフォームの(タイトルベース の)シェア変

動率の二乗平均値を計算し，グラフ化した。 

 

Figure 4 Sum of Square Route of Game Title Based Platform Share 

Change 

出所：筆者作成  

 

これによれば，変化率が大きいのは，1996年前後，2001年前後，2007

年前後である。一方で，変動率が小さいのは，1994年前後，1998年前

後，2004年前後，2008年以降である。 

次に，より質的な視点から，各時代において支配的であったプラットフ

ォームと，そのプラットフォームの支配が終焉を迎え，次の支配的なプラッ

トフォームに移行する状態を示した。 
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Table 1支配的プラットフォームの変遷  

フェーズ 年代  支配的プラットフォーム 産業全体

の成長性  

変化特性  

Phase1 1994-1998 任天堂スーパーファミコ

ン⇒プレイステーション

(1994/12)へ移行  

成長期  メディアの変化  

ライセンス形態の変

化  

プラットフォームの技

術的遡及点が変化  

Phase2 1999-2003 プレイステーション⇒

プレイステーション

2(2000/3) 

衰退期  プラットフォームベン

ダー変化なし 

メディア変化なし 

ライセンス形態変化

なし 

ソフト互換性なし 

Phase3 2004-2008 プレイステーション2⇒

任天堂DS(2004/12) 

⇒プレイステーション3 

⇒プレイステーション

ポータブル 

成長期  プラットフォームベン

ダーが変化  

プラットフォームの技

術的遡及点が変化  

ライセンス形態変化  

Phase4 2009-2012  衰退期  圧倒的なプラットフォ

ームが不在  

全体の売上本数が

低下  
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以上から，ゲームソフトメーカーは，少なくとも3回のプラットフォーム移

行を経験している。1回目は1996年前後であり，任天堂スーパーファミコ

ンからプレイステーションにドミナントが移った時期，2回目は2001年前後

にプレイステーションからプレイステーション2に移行した時期であり，3回

目は2006年前後にプレイステーション2から任天堂DS，PSPなどポータブ

ル機器，及びWiiに代表される特殊なユーザインターフェイスを持った据

え置き型ゲーム機などが登場する時期である。 

これらのプラットフォーム移行は，家庭用ゲーム機器産業における変化

点に位置づけられる。これらのプラットフォーム移行と市場全体の売上本

数を示したのがFigure 5である。Figure 5の棒グラフは各年のソフトウェア

総販売本数，点線は3年の移動平均であり，活用度・探索度の計算年

度に合致する3年間を表した推移である。これによれば，Phase1とPhase3

では市場規模が拡大している反面，Phase2とPhase4では市場規模が減

少していることがわかる。ライフサイクル全体としては，Phase1は増加傾向

であり，1999年に任天堂スーパーファミコンからプレイステーションへの移

行が進んだ年に最高の売上高を記録する。その後，プレイステーション2

への移行期間は連続的にプレイステーション2への移行は進むものの，全

体の販売量としては減少する。ところが，2004年の任天堂DS発売をきっ

かけに，新たな顧客層が開拓され，再度市場が活況を帯びる。2006年を

ピークに達するが，2008年以降はスマートフォンの急速な普及にも影響を

受け，急速に減少する。 
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Figure 5 家庭用ゲーム市場のゲームソフト総販売本数  

出所：筆者作成  

 

第3節  ゲーム産業におけるプラットフォームの特徴 

 

ゲーム産業におけるプラットフォームの特徴は以下である。 

特徴1）ネットワークの外部性が高く，支配的プラットフォームの自己強化

ループが強く働く。この傾向は，相互に補完財であるプラットフォームとゲ

ームタイトルの間で強く作用する。すなわち，プラットフォームメーカーは，

自社のプラットフォームにより多くのゲームタイトル，とりわけ人気ゲームタ

イトルを獲得する意思を持つ。具体的にはゲームソフトメーカーに対して，

ゲーム開発ライセンス契約形態によって，人気タイトルを自社プラットフォ

ームのみに囲い込もうとする。一方でゲームソフトメーカーはより販売可能
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性の高い人気プラットフォームにゲームソフトを供給しようとする。加えて，

ライセンスコストや製造コストもゲームメーカーのプラットフォーム選択に影

響を及ぼすことになる。結果的により有利なプラットフォームにゲームメー

カーが殺到することになり，選択されたプラットフォームはより多くのシェア

を有するようになる。 

 

特徴2）プラットフォーム間で互換性が低く，ゲームタイトルは基本的にプ

ラットフォーム依存のものとなる。 

 プラットフォーム間競争が繰り広げられていることに加え，基本的に閉じ

た環境で動作する家庭用ゲーム機器にとって，相互接続や周辺機器の

ための標準規格の必然性は低い。結果的に，プラットフォームは独自性

を持つようになる。これは，ゲームソフトメーカーにとって，そのプラットフォ

ームの特性に応じた，ゲームのチューニングの余地を与える反面，プラッ

トフォーム間の移行に際しては既存資産の活用の阻害要因ともなり得る。 

 実際に，家庭用ゲーム機のほとんどは，独自のマイクロプロセッサやユ

ーザインターフェイスを搭載しており，互いに互換性がない。 

 

第4節  ゲームジャンルと企業の戦略 

 

家庭用テレビゲーム業界は，アーケードゲームの移植から始まっている

が，その後の発展過程において多様化し，複数のジャンルに分類でき

る。分類軸は，ゲームの出自，ゲームの遊び方，ゲームの技術的特徴な

どにより分類可能である。これらの分類軸のうち，ユーザにとって影響を及

ぼすのは遊び方やゲームの主題に関する分類であろう。他方で，ゲーム
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メーカーにとっては，開発プロセスや必要な経営資源に影響を及ぼすゲ

ームの技術的特徴なども重要な要素になる。 

それぞれの企業にとって，いかなるジャンルの製品を開発し，市場に投

入するかは，戦略的に大きな意思決定である。なぜならば，ジャンルによ

ってある程度の顧客層が確定し，企業ブランドにも影響を及ぼすからであ

る。ゲームメーカーは，自社のポジショニングと，技術を含む経営資源の

制約から，偏りのあるジャンル展開戦略をとることができる。例えば格闘ゲ

ームを中心とするメーカーでは，開発段階において，実際の格闘家にモ

ーションセンサーを取り付け，よりリアリティの高い動きをゲームに取り込ん

でいる。したがって，格闘ゲームなどでは，一つ一つの挙動のリアリティが

求められ，その実現にはシミュレーションやグラフィックスの技術が必要で

ある。 

他方で，RPGにおいては，シナリオライターの存在感が大きく，いかに

秀逸なシナリオでストーリーを展開するかが重要である。したがって，開発

元は，著名なゲームシナリオライターを獲得する戦略をとる。 

 以上の通り，どのジャンルの製品を開発するかによって，自社の顧客

層，販売戦略，ブランドポジションなどに影響を及ぼし，また，自社の経営

資源の制約を受ける。 

本論文では，活用する市場の分類を製品ジャンルとし，ジャンル間の

活用と探索を分析の対象とする。ジャンルは，ゲームソフトの質によって分

類された合計13ジャンルであり，後述するメディアクリエイト社のデータを

はじめ，複数のゲームソフト集計メディアが使用しているものである。この

ジャンル分類は，具体的には下記のような分類である。 
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Table 2 ジャンルリスト 

ジャンル 符号  分類  

スポーツ SPT 現実社会で一般的にスポーツと総称され

るものを再現した作品  

ロールプレイング RPG 原則としてストーリー性があり，主に戦闘

によってキャラクターを成長させながらエ

ンディングを目指す作品  

アクション ACT プレイヤーに多大な反射神経を要求し，

目的の大半をステージクリアに置く作品  

シューティングゲー

ム 

STG プレイヤーが操作するキャラクターが弾を

撃って，攻撃対象を撃破しつつステージ

クリアを目指す作品  

シミュレーションゲ

ーム 

SLG 現実に存在するものや空想上の対象物

を独自のルールに従って再現した作品  

アドベンチャー ADV プレイヤーの言動を選択肢の中から選択

することでストーリーを追うことが主目的と

なる作品  

テーブルゲーム TBL 卓上など限られたスペースで興じることが

できる作品  

教育  EDU 教育的知識の習得を主目的とした作

品。ただし2009年以前はETCに分類  

格闘  FTG プレイヤーと第三者（人，CPUの両方を

含む）が格闘技などで戦うことが主目的と
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なる作品  

パズルゲーム PZL プレイヤーに思考能力を要求する作品  

レースゲーム RCE プレイヤーと第三者（人，CPUの両方を

含む）が特定の乗り物でコースの周回タイ

ムや順位を競うことを目的とする作品  

ホビーゲーム HOB ホビー性のある特定のテーマを題材にし

た作品  

ただし2009年以前はETCに分類  

その他のジャンル ETC 上記いずれにも分類が困難な作品  

 

第5節  プラットフォームとジャンルの関係性 

 

次に，プラットフォームとジャンルの相互関係性に着目する。その理由

は，ゲームメーカーがゲームタイトルを特定のプラットフォームに提供する

際に，そのジャンルとの親和性が大きく影響すると予想されるからである。

実際に支配的なプラットフォームが変化する時期においては，各ゲーム

ベンダーは次にどのプラットフォームに製品を展開するかは大きな意思決

定である。たとえば，プレイステーション用に，3次元表示が可能で高精細

な画像描画を特徴とするゲームを作成すると，プラットフォームとの親和

性が高くなる。一方で，そのような親和性の高いゲームタイトルが，既存の

経営資産で達成できるかどうかは，各企業によって異なるうえ，特定のプ

ラットフォームへのコミットメントが高いほど，移植性が低下するリスクも伴

い，戦略的な意思決定が必要となることが想像される。 

いずれにしても，各プラットフォームは，プラットフォーム間競争において
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差異化を図るため，ゲームソフトメーカーもプラットフォームと親和性の高

いソフトウェアを作成する可能性が高い。 

加えて，プラットフォーム間競争は時系列的にダイナミズムを有するた

め，ゲーム産業全体で見た場合には，ゲームメーカーが開発するゲーム

ソフトのジャンルも変化する。実際に年代別にドミナントなプラットフォーム

のシェアと産業全体で見たタイトル数ベースのジャンル比率がFigure 6の

とおりである。 

このFigure 6によれば，たとえば，アクション(ACT)はプレイステーション

2がシェアをとる時期と連動して増加しており，学習要素やホビーなどを含

んだジャンル(ETC)は任天堂DSがドミナントとなる時期に急増していること

がわかる。 

 



44 

 

 

Figure 6 Dominant Platform share and Genre share 

出所：筆者作成  

 

そこで，実際にドミナントプラットフォームとジャンルに相関関係があるか
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売タイトル数が1位から3位までのジャンルの組み合わせは，下記Table 3
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ンルの特性が左右されないようにするためである。厳密にいえば，特定の

ヒット商品に対するスピンオフのタイトルや，模倣的に開発・販売されるタ

イトルによって影響を受ける，またそのジャンル自体が活況を帯びる可能

性は否定できないが，1位から3位までのパターンでとらえることで，その影

響は緩和される。 

 

Table 3 Top 3 Genre for each Platform 

Platform 

Vendor 

Platform Top1 Top2 Top3 Num of 

Titles 

SONY Playstation2 ACT ADV RPG 1811 

SONY Playstation3 ACT ADV RPG 864 

SONY Playstation Vita ACT ADV RPG 79 

Nintendo Wii ACT ETC SPT 540 

Microsoft XBOX ACT FTG STG 31 

Microsoft XB360 ACT RPG ADV 344 

SEGA MegaDrive ACT RPG FTG 69 

Nintendo Gameboy Advance ACT RPG SLG 522 

Nintendo Super Family 

Computer 

ACT RPG SPT 773 

Nintendo 3DS ACT SLG ETC 223 

Nintendo Gameboy Color ACT SPT FTG 212 

Nintendo Family Computer ACT SPT PZL 51 

Nintendo Nintendo64 ACT SPT RCE 243 
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SONY Playstation Portable ADV ACT RPG 1368 

SEGA Dream Cast ADV FTG SLG 289 

Nintendo DS ETC RPG ADV 1594 

Nintendo Gameboy RPG ACT SLG 527 

SEGA WonderSwan RPG RPG ADV 114 

NEC PC Engine RPG SLG ADV 104 

SEGA SEGA Saturn SLG ADV FTG 582 

SONY Playstation SLG RPG TBL 2046 

 

1992年から2012年に発売されたタイトル数が30以上あった21のプラット

フォームについて，1位から3位までのジャンルの組み合わせパターンのう

ち，プレイステーション2，プレイステーション3およびプレイステーション 

Vitaが1位から3位まで全ジャンルが同じ組み合わせパターンを示した。そ

れ以外のプラットフォームは全て異なるパターンを示している。 

同じパターンを示した3つのプラットフォームが，ともにプレイステーショ

ンシリーズであることは，興味深い共通点であるが，プレイステーション以

外の1位から3位の順位が異なっている点は，各プラットフォームにおいて

支配的なジャンルがプラットフォームの特性よって異なっていたことを示す

ものである。加えて，各時代にドミナントとなったプラットフォーム，より具体

的には任天堂スーパーファミコン，プレイステーション，プレイステーション

2，任天堂DSについては，任天堂スーパーファミコンとプレイステーション

がともにアクション(ACT)である以外は，1位のジャンルも異なっている。 

以上から，各プラットフォームには，それぞれ特有のジャンル構成比率

を持つことが観測された。換言すれば，プラットフォームの変化によって，
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ジャンルが影響を受ける，あるいは，プラットフォームによって，得意なジャ

ンルが異なることを示唆している。 

そこで，本論文では，ゲームメーカーごとに開発・販売するゲームタイト

ルのジャンルに特に着目し，プラットフォーム間競争のダイナミズムの中

で，産業全体にわたって生じた支配的プラットフォームの変化を外部環

境としてとらえることで，ゲームメーカーが外部環境変化に対して，いかに

して適応できたか，またできなかったのかを分析することにした。 

 

第6節  家庭用ゲームソフト業界の成長期・衰退期 

 

本論文においては，業界全体の成長期・衰退期を変数化して検討を

行う。したがって，業界全体の成長期と衰退期を定義する必要がある。 

 本論文では，成果変数を売上本数とすることから，Table 1とFigure 5の

結果に基づいて下記Table 4の通り成長期と衰退期を定義した。 

 

Table 4 産業全体の成長期・衰退期の定義  

フェーズ 年代  産業全体の成長性  

Phase1 1994-1998 成長期  

Phase2 1999-2003 衰退期  

Phase3 2004-2008 成長期  

Phase4 2009-2012 衰退期  
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第7節  家庭用ゲームソフト産業の確実期・不確実期 

 

本論文においては，プラットフォーム競争がジャンルごとの市場に大き

な影響を与えることを示したが，これらの関係性に基づいて，市場全体の

見通しが明確な確実期と，逆に見通しが不確実な不確実期を変数化し

て検討を行う。したがって，市場全体の確実期と不確実期を定義する必

要がある。 

本論文では，前述のとおり，Figure 6のプラットフォームのシェアと各ジ

ャンルのシェア及び売上本数の推移から，下記の通り定義した。 

 

Table 5 市場全体の確実期・不確実期の定義  

年代  市場全体の成長性  

1994-2005 確実期  

2006-2012 不確実期  
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第4章  活用・探索と経営成果 

 

本章では，3章において質的分析を行ってきた家庭用ゲームソフトウェ

ア産業に属する企業群の活用と探索を操作化し，経営成果の関係性を

分析する。特に，1章の問題意識に基づいて，活用と探索が外部環境の

差異によっていかに経営成果に影響を及ぼすかを調査する。すなわち，

本章での問いは，活用と探索のいずれもが経営成果に影響を及ぼすの

か，それは市場の状態によって不変なのか，ということである。 

 

第1節  経営成果と活用・探索の関係性 

 

本稿においては，当該組織が既存の経営資源および知識を利用する

行為を活用，外部から知識獲得を必要とする行為を探索と定義する。よ

り具体的には活用は既存の市場において，商品群の漸進的改良するよ

うな行為を想定し，探索は新規市場への進出や新機軸の製品開発など

を想定する。一方で，経営成果を計量可能な短期的成果であることを想

定する。例えば，売上高や当期純利益などである。 

以上のようにそれぞれの変数を定義したとき，下記の通り仮説を設定

する。 

 

仮説1-a：活用は経営成果を促進する 

仮説1-b：探索は経営成果を抑制する  

 

前述の通りの変数定義であるとき，仮説1-a及び仮説1-bがともに支持
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されるとすれば，少なくとも短期的経営成果は両利きによっては達成し得

ないことがわかる。むしろ，Zhou & Fangwu [2010] が指摘するように，短

期的な成果のみを追い求めるのであれば，既存知識の活用を最大化す

ることが重要になる。 

 

第2節  市場全体の盛衰と活用・探索の関係性 

 

ところで，仮に活用と探索のいずれもが企業の経営の持続的成長にと

って重要な役割を果たすとしても，活用と探索は常に一定の均衡状態を

保つことが経営成果を最大化する条件なのであろうか(Burgelman 

[2002])。Auh & Menguc [2005] は，競争戦略の条件下において，活用

と探索がそれぞれ経営成果に与える影響が異なることを示している。Auh 

& Menguc [2005] によれば，市場における競争圧力が高まるにつれて，

Defendersにとっては，探索は企業の成長に対して正の効果を与え，逆

に活用は企業の効率性に対しては負の効果を与える。対して，

Prospectorsにとっては，探索は企業の成長に対して負の効果を与える

反面，活用は企業の効率性に対しては正の効果を与える。Auh & 

Menguc [2005] の議論によれば，産業内での競争圧力や当該企業のポ

ジショニングによって，活用と探索は経営成果にそれぞれ異なる影響を

及ぼすものと考えられている。 

産業の競争圧力の強弱が当該産業全体の成長性のトレンドに依存す

ることを考慮するならば，これらの議論が示唆するのは，産業全体が成長

局面にあるか，衰退局面にあるかによって探索と活用がそれぞれ異なる

影響を企業の経営成果に及ぼすということであろう(Auh & Menguc 
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[2005])。産業全体が成長する局面では，売り上げ増加の可能性が高ま

り，相対的な失敗リスクが低下するから，探索が有利であると考えることが

できる。他方で，衰退局面においては，既存市場が縮小しつつあり，売り

上げを補うために探索に打って出る企業も少なくないことが予想される。

結局のところ，成長局面においても衰退局面においても，探索を行う可

能性はあるが，その理由は異なるものであると考えられる。 

そこで，以下の仮説を設定する。 

 

仮説2-a：市場の成長性が高い時期において，活用は経営成果を促進

する 

仮説2-b：市場の成長性が高い時期において，探索は経営成果を促進

する 

仮説2-c：市場の成長性が低い時期において，活用は経営成果を促進

する 

仮説2-d：市場の成長性が低い時期において，探索は経営成果を促進

する 

 

第3節  市場の不確実性と活用・探索の関係性 

 

仮に活用と探索のいずれもが企業の経営の持続的成長にとって重要

な役割を果たすとしても，中長期的には活用と探索は常に一定の均衡

状態を保つことが経営成果を最大化する条件なのであろうか。外部環境

の属性を媒介変数としたときに，活用と探索が企業パフォーマンスに与え

る影響については，いくつかの視点からの議論がある。1つは，外部環境
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のダイナミズムであり，外部環境の変化そのものについてである。もう1つ

の議論は，変化そのものよりもその不確実性に着目したものである。前者

の議論では，例えば，Jansen et al. [2006] によれば，外部環境としての

競争度は(a)探索的イノベーションとパフォーマンスとの間に負に作用し，

(b)活用的イノベーションとパフォーマンスの間に正の影響を及ぼすとの結

果が出ている。不確実性の議論においては，実際の変化があるかどうか

という問題よりも，変化が起きるか，また起きるとすればどのような変化が

起きるのかが不確実である条件下での活用と探索の影響が重要である。 

市場の成長性に対して不確実性が存在するとき，市場の不確実性は

組織成果にどのような影響をおよぼすのか。産業全体の成長あるいは衰

退のトレンドが見通せたとしても，その産業内でどの分野すなわち市場に

注力すべきかが不確実である場合には，活用と探索は経営成果にどの

ような影響を及ぼすのか。たとえば，Zhiang & Demirkan [2007] は，アラ

イアンスの研究において，活用と探索の両利き的なアライアンスを持つ企

業は，不確実性が高い環境下でより高いパフォーマンスを示す一方，活

用か探索のどちらか一方に特化したアライアンスを行う企業は，外部環

境が安定している時期に成果を上げやすいことを示唆している。同様に，

Jansen et al.[2006] は，外部環境の不確実性が(a)探索的イノベーショ

ンと財務的パフォーマンスの間の関係を正に作用し，(b)活用的イノベー

ションと財務的パフォーマンスの間の関係性に負に作用することを示して

いる。 

これらに先行研究に依拠すれば，組織の外部環境としての不確実性

は活用と探索行動に影響を及ぼし，不確実性が高い時期のほうが，探

索がパフォーマンスに及ぼす影響が大きくなると考えられる。そこで，下記
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の仮説を設定する。 

 

仮説3-a：市場の不確実性が低い時期において，直近の探索は経営成

果を抑制する 

仮説3-b：市場の不確実性が低い時期において，直近の活用は経営成

果を促進する 

仮説3-c：市場の不確実性が高い時期において，直近の探索は経営成

果を促進する 

仮説3-d：市場の不確実性が高い時期において，直近の活用は経営成

果を抑制する 

 

第4節  活用・探索と経営成果の分析方法 

 

前節において設定した仮説を検証すべく，本節以降ではその分析方

法について設計する。また，本研究に適した分析対象として家庭用ゲー

ムソフトウェア産業のデータを操作化し，適用を試みる。 

 

4-1 分析方法と変数設計 

 

市場の重複度 

各企業が新たな知識を取得する際に，既存知識との相対距離を操作

化するために，本論文では特定産業に内在する複数の市場間における

重複度の概念に着目する。本操作化の前提は，多くの企業が多角的に

展開している市場間では，相互の知識流用度が高いと推定され，それゆ
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えに既存知識に対する活用の程度が高くなるということである。 

たとえば，ゲームソフト産業では，産業内部に複数のゲームジャンル

（アクション，RPG，アドベンチャーなど）への分化がみられ，それぞれのジ

ャンルごとに独自の市場が形成されている。すなわち，それぞれのジャン

ルでは，独自の技術や企画に基づいたゲームソフトが開発され，独自の

顧客層を獲得するかたちで各々の市場が形成されている。ゲームソフト

制作会社にとっては，どのジャンル（市場）に参入するか，また複数のジャ

ンル（市場）をいかに組み合わせて保有するかが，当該産業内での自社

の成長に向けた重要な戦略的決定となる。 

この種の戦略的決定に影響を及ぼす要因として，参入先の複数の市

場間で技術や知識が相互に活用できる余地が大きいかどうかがある。す

なわち，異なる市場間で共通の経営資源を互いに活用しつつ両市場で

戦略を同時に展開できる余地が大きいならば，一般に当該産業に属す

る多くの企業は，これらの市場をまたぐかたちで戦略を展開する可能性が

高まると考えられる。このことは，逆に言うならば，当該産業に属する多く

の企業が共通して進出している市場間では，共通の経営資源を活用で

きる余地が高いことを示唆している。 

他方で，ほとんどの企業が組み合わせとして参入していない市場に進

出することは，市場間で互いの知識が活用できないが，既存の競争軸と

異なる革新的な商品を開発できる潜在性があり，Radical innovationに結

び付く可能性がある。特に，競合他社から見れば探索であるが，自社固

有の理由によって，自社では活用であるような場合には，この傾向は強ま

ると予想される。 

 そこで，市場間における経営資源の活用のしやすさを表す代理変数と
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して，Sohn [2001] 及びVenkatraman et al.[2007] が定義した市場間の

重複度を表す変数ωを用いる。以下ではVenkatraman et al.[2007] に

おいて定義された変数ωについて，簡単な例示で説明する。 

たとえば，Market j とMarket k を考え，少なくともどちらか一方の市

場に参加している市場参加者 (company1からcompany5)が存在するとす

る。このとき，Market j とMarket k に対する各企業の製品投入量をプロ

ットすると，例えばFigure 7のようになる。企業ごとにそれぞれの市場に投

入する製品投入量は異なるが，その重複部分が市場間の重複度にな

る。この重複度は，各市場の大きさで正規化されるため，Market j にお

けるMarket k との重複比率と，Market k におけるMarket j との重複比

率はそれぞれ異なる値になる。したがって，ωは市場数がNのとき，N行N

列の行列として表され，Market j からみたMarket k との重複比率ω jkは

数式 (1)で与えられる。 
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Figure 7 Market overlaps between Market j and Market k 

 

𝜔𝜔𝑗𝑗𝑗𝑗,𝑡𝑡 =
∑ 𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡min (𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡,𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡)
𝑖𝑖∈𝑁𝑁𝑖𝑖

𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓

∑ �𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡�
2

𝑖𝑖∈𝑁𝑁𝑖𝑖
𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓

 (1) 

 

企業固有レベルの活用と探索 

企業の戦略行動である活用と探索は，個々の企業における学習上の

コンテキストによって相対的に異なるはずである。つまり，企業レベルの活

用と探索とは，その企業にとってすでに有する経営資源の活用であり，そ

の企業にとって初めて進出する分野への探索である。よって，ωとは別に

個々の企業における市場への進出状態を加味する必要がある。

Venkatraman et al.[2007] は，企業 iの時刻 tにおける活用度
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(exploitation i, t)は，時刻 tにおいて当該企業が製品投入実績のある市

場間での活用のみに限定し，成果変数pとωを用いて数式 (2)のように定

義した。 

 

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑡𝑡 = ∑ ∑ 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡𝜔𝜔𝑗𝑗𝑗𝑗,𝑡𝑡𝑘𝑘∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜|𝑗𝑗≠𝑘𝑘𝑗𝑗∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡

𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜    (2) 

 

他方で，ある時刻 t-1の探索度 (exploration i, t-1)は時刻 t-1にすでに存

在していたMarket kと時刻 tで新たに進出したMarket j とpj,pkを用いて

下記の式 (3)のように定義した。 

 

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑡𝑡−1 = ∑ ∑ 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡�1.0 − 𝜔𝜔𝑗𝑗𝑗𝑗,𝑡𝑡�𝑘𝑘∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜|𝑗𝑗≠𝑘𝑘𝑗𝑗∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 + 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑘𝑘,𝑡𝑡−1�1.0 −𝜔𝜔𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑡𝑡�  

(3) 

 

本論文においても上記exploitationとexplorationを算出し，適用するこ

ととした。 

 

第5節   データ諸元 

 

分析に使用したデータは，メディアクリエイト社がPOSデータをもとに集

計した1992年から2012年までのゲームタイトルごとの年間売上本数，ジャ

ンル，ゲームメーカーのデータベースを使用した。調査タイトル数は述べ

12520レコード，企業数は365社である。 

加えて，企業買収，合併に関する情報と設立年に関する情報は，四

季報データベースをもとに，各社の有価証券報告書及び企業の公式ウ
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ェブサイトのアーカイブ情報から補完した。なお，ジャンル分類は2009年

までが11ジャンル，2010年以降に細分化されて13ジャンルで増加したた

め，全期間を11ジャンルに縮退させたうえで，条件を統一して評価を行っ

た。 

また，ゲーム産業では，合併や買収を経て企業規模を拡大する企業

が少なくない。本論文では企業買収や合併を適切に表現すべく，複数の

企業が合併した場合には，新企業には旧企業の知識が継承されるものと

して取り扱った。また，分裂やスピンオフ企業の場合も双方の企業に旧企

業の知識が継承されるものとして設計した。 

プラットフォームも開発販売しているゲームメーカーは，ゲームソフトの

開発販売戦略が異なる可能性が高いため，プラットフォームベンダーが

開発販売するゲームタイトルは除外した。 

 なお，検証に先立って実施した，データの記述統計を下記Table 6に示

す。 

Table 6 記述統計  

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

Growth 1403 0 1 0.48 0.500

Age 1403 0 101 18.00 16.176

PF 1403 0 1 0.06 0.231

Performance 1403 -8252807 14197191 0 958607

Present

Exploitation

1403 -2.93616 1.53161 0.00000 0.41760

Present

Exploration

1403 -2.62428 4.01504 -0.03772 0.77268

Previous

Exploitation

1403 -2.82752 2.30559 -0.04827 0.47609

Previous

Exploration

1403 -2.69884 3.92361 -0.07290 0.78826

Uncertainty 1347 0 1 0.45 0.497
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第6節  変数定義 

 

6-1 被説明変数と独立変数 

 

Present Performance 

 それぞれの企業の観測年におけるパフォーマンスを示す値として，観測

年におけるゲームタイトルの売上本数を設定した。この売り上げ本数は，

ジャンルごとに累積されており，当該企業が各ジャンルでどの程度のパフ

ォーマンスを達成したかを示している。ジャンルごとに個別のタイトルによる

売り上げ本数の累計にすることで，タイトルごとの特性を加味せず，あくま

でも市場でのパフォーマンスを表す変数として設計した。 

 

Present Exploitation 

 企業 iの観測年を基準とした活用度の変数として定義した。Present 

ExploitationはPresent Performanceとのラグを加味し，下記の式で算出

することとした。 

 

Present Exploitation = �2−𝑡𝑡
2

𝑡𝑡=0

exploitation𝑖𝑖,(−𝑡𝑡)          (4) 

 

Present Exploration 

 企業 iの観測年を基準とした探索度の変数として定義した。Present 

ExplorationはPresent PerformanceとのラグとPresent Exploitationとの

対称性を加味し，下記の式で算出することとした。 
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Present Exploration𝑖𝑖 = �2−𝑡𝑡
2

𝑡𝑡=0

exploration𝑖𝑖,(−𝑡𝑡)           (5) 

 

Previous Exploitation 

企業 iの観測年の前期を基準とした活用度の変数として定義した。す

なわちPresent Exploitationの前段階での活用度である。Previous 

Exploitationは，Present Exploitation及びPresent Performanceとのラグ

を加味し，下記の式で算出することとした。 

 

Previous Exploitation𝑖𝑖 = �2−𝑡𝑡
2

𝑡𝑡=0

exploitation𝑖𝑖,(−𝑡𝑡−3)           (6) 

 

Previous Exploration 

企業 iの観測年の前期を基準とした探索度の変数として定義した。す

なわちPresent Explorationの前段階での探索度である。Previous 

Explorationは，Present Explorationとのラグ及びPrevious Exploitation

との対称性を加味し，下記の式で算出することとした。 

 

Previous Exploration𝑖𝑖 = �2−𝑡𝑡
2

𝑡𝑡=0

exploration𝑖𝑖,(−𝑡𝑡−3)           (7) 

 

Uncertainty 

産業全体の不確実期を示すダミー変数として，Uncertaintyを設定し
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た。この変数は前章で定義したTable 5に基づいて確実期を0,不確実期

を1としたダミー変数とした。 

 

6-2 制御変数 

 

Age 

 スタートアップ企業の場合，製品ラインアップが整っていないために探

索をせざるを得ず，老舗企業の場合には探索の余地がない等の状況を

是正するために，企業年齢を制御変数として加えた。企業年齢Ageは，

その企業の創業年から評価年までの年齢を表す変数である。モデル設

計として企業年齢の影響を除外するとともに，企業年齢と活用及び探索

の間の相関性を確認した。 

 

Coverage 

企業規模による影響を除外するために，企業ごとのジャンルカバレッジ

を制御変数として投入した。企業規模Coverageは，全ジャンル数のうち，

観測年の時点で何ジャンルがカバーされているかを比率で示した値であ

る。本モデルでは，本質的にCoverageが上昇すると探索の余地は減少

する。したがってジャンルカバレッジ率が高い大企業ほど，Present 

Performanceと活用の比率が上昇する影響を除外した。 

 

Growth 

 本論文では，産業全体の成長局面と衰退局面が及ぼし得る影響を制

御するために産業の成長期を示すダミー変数を設定した。 
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Growth はTable 4に従ってダミー変数を定義した。 

 

第7節  回帰分析 

本節では，回帰分析結果を示す。Table 7は，前節の変数に対して，

回帰分析を実施した結果である。Figure 8は，観測期間通期のモデルの

パス図を示したものであり，Figure 9は，Phaseごとのモデルのパス図を示

したものである。これらの図には，Table 7で得られた結果をパスに反映し

たものである。 
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Table 7 回帰分析結果一覧 

 
Model 1 2 3 4 5 6 7 8 9

Dependent Variable
Present
Performance

Present
Exploitation

Present
Exploration

Present
Performance

Present
Exploitation

Present
Exploration

Present
Performance

Present
Exploitation

Present
Exploration

Independent Variables
Present Exploitation 0.265*** 0.025 0.293*
Present Exploration -0.115*** -0.128*** -0.091**
Previous Exploitation 0.432*** -0.213*** 0.444*** -0.273*** 0.328*** -0.166***
Previous Exploration 0.056*** 0.208*** 0.112*** 0.173*** 0.019 0.208***
Present Exploitation * Growth 0.087**
Present Exploration * Growth -0.016
Previous Exploitation * Growth -0.066*** 0.048
Previous Exploration * Growth -0.024 -0.005
Present Exploitation * Uncertain -0.008
Present Eploration * Uncertain -0.056*
Previous Exploitation * Uncertain 0.095*** -0.043
Previous Eploration * Uncertain 0.098*** -0.057T

Control Variales
Age -0.048* -0.009 0.024 0.075*** -0.031** 0.025 -0.046* -0.026* 0.026
Coverage 0.521*** 0.513*** 0.535*** 0.544*** 0.494*** 0.583*** 0.501*** 0.527*** 0.524***
Uncertain -0.004 0.092*** -0.097***
Growth 0.040T -0.051*** 0.044T 0.039T -0.052*** 0.052*
Modified R2 0.492 0.795 0.304 0.505 0.862 0.29 0.494 0.811 0.307
*** 0.1%
** 1%
* 5%
T 10%  
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Figure 8 Path analysis result 

 

 

 
 

Figure 9 Path analysis of Exploitation and Exploration in certain / uncertain period
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第8節 経営成果と活用・探索の関係性 

 

本節以降では，前節での回帰分析結果から各仮説について評価を行う。本節で

は，仮説1についての評価を行う。 

 

仮説1-a：活用は経営成果を促進する 

仮説1-b：探索は経営成果を抑制する  

  

仮説1-aはModel 1により支持された。仮説1-bはModel 1の結果が負号に有意

であり，むしろ探索は直近の成果にマイナスの影響を及ぼす。以上の結果から，

現在のパフォーマンスに強く影響を与えるのは，現在の市場間活用である。現

在のパフォーマンスに新規探索が即座に貢献するわけではなく，探索はコストと

して喫緊の経営成果を阻害する。 

 

第9節 市場トレンドと活用・探索の関係性 

 

外部環境の変化に伴い，活用と探索の戦略は影響を受けることが想定され

る。そこで，外部環境の変化を考慮するために，プラットフォームが連続的に移

行する時期と，不連続的に変化する時期の交互作用項を分析に加えた。市場

のトレンド（成長期，衰退期）ごとに，活用と探索が経営成果に与える影響を，下

記の仮説2として提示した。 
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仮説2-a：市場の成長性が高い時期において，活用は経営成果を促進する 

仮説2-b：市場の成長性が高い時期において，探索は経営成果を促進する 

仮説2-c：市場の成長性が低い時期において，活用は経営成果を促進する 

仮説2-d：市場の成長性が低い時期において，探索は経営成果を促進する 

 

仮説2-aについては，Model 4が有意水準0.1％で支持され，正の相関性が確

認できた(0.087)。仮説2-bについては，Model 4が有意水準10%以上であり棄却

された。したがって，市場成長期における探索が経営成果を促進するとは言え

ない。仮説2-cについては，Model 4が有意水準10%以上であり棄却された。した

がって，市場衰退期における活用は経営成果を促進するとは言えない。仮説2-

dについては，Model 4が負号で有意であった(-0.128)。したがって，仮説2-dそ

のものは棄却されたが，市場衰退期における探索は経営成果に有意に悪影響

を及ぼすと言える。 

 

 上記回帰モデルによる分析に加えて，市場の成長期と衰退期において，活用

と探索が経営成果に与える影響の交差効果を分析した。企業年度ごとに活用度

が高い層と低い層で，市場成長期，市場衰退期に対する経営成果の交差効果

分析を行った。結果をFigure 10に示す。 
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(a) Exploitation                         (b) Exploration 

Figure 10 市場成長期，市場衰退期における，活用・探索の交差効果 

 

 この結果によれば，市場成長に関わらず，概して活用度の高い企業群が活用

度の低い企業群に比べて顕著に経営成果を上げている。したがって，仮説2-a

及び仮説2-cは支持されているものの，市場成長期と衰退期では顕著な交差効

果は確認できなかった。他方で，探索については，概して探索度が高い企業群

のほうが，探索度が低い企業群よりも経営成果が出やすい点については，活用

と同じであるものの，市場成長期においては，むしろ探索度の低い企業のほうが

経営成果を上げる一方で，市場衰退期には探索度高い企業のほうが成果を上

げる交差効果が確認された。したがって，仮説2-b及び仮説2-dについては，成

長度が高い時に，探索を行うのはむしろ逆効果というのは，回帰分析の評価と符

合する結果と言える。 

 以上のすべての結果をまとめると，成長期に活用が経営成果を促進すると言

えそうである。他方で，探索については，市場の成長期・衰退期よりは，不確定

性の有無によって結果が変わると言えそうである。また，成長期と衰退期で交差
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効果が確認されたことから，仮に成長期に探索を行うことが経営成果を抑制する

方向に作用すると言える。 

 

第10節 市場の不確実性と活用・探索の関係性 

 

仮説3-a：市場の不確実性が低い時期において，直近の探索は経営成果を抑

制する 

仮説3-b：市場の不確実性が低い時期において，直近の活用は経営成果を促

進する 

仮説3-c：市場の不確実性が高い時期において，直近の探索は経営成果を促

進する 

仮説3-d：市場の不確実性が高い時期において，直近の活用は経営成果を抑

制する 

 

仮説3-aについては，Model 7の結果から特に不確実性が低い時期のほうが，

より経営成果に対する抑制要因になりうることがわかる。したがって，仮説3-aは

支持された。他方で，仮説3-bについては，不確実性が低い時期のほうが，活用

がより顕著に経営成果を促進していることから，仮説3-bについても支持された。 

 次に仮説3-cについては，Model 7の結果から，市場の不確実性が高い時期に

おいても直近の探索は経営成果を促進するわけではない。ただし，市場の不確

実性が低い場合に比べて，経営成果を抑制する効果は減少しているようであ

る。この結果は，市場の不確実性に関わらず，探索行為自体が成果に対して不

確実性を伴うものであり，経営成果に対して直接的な促進要因とはならないこと

を示している。 
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 仮説3-dについては，Model 7の結果から，市場の不確実性が高い時期におい

ても活用が経営成果を抑制するわけではないことを示している。ただし，活用は

不確実性が低い時期においては明確に直近の経営成果を促進していたが，そ

の効果については観測されなくなった。 

上記回帰モデルによる分析に加えて，補足実験として，市場の不確定性が高

い時期と低い時期において，活用と探索が経営成果に与える影響の交差効果

を分析した。企業年度ごとに活用度が高い層と低い層で，不確定性が高い時期

と低い時期に対する経営成果の交差効果分析を行った。 

 

 

(a) Exploitation                      (b) Exploration 

Figure 11 安定期，不確実期における，活用・探索の交差効果 

 

まず，活用に関しては，市場の不確定性に関わらず，活用度の高い企業が一

様に活用度の低い企業よりも経営成果において優位であると言える。したがっ

て，この傾向は仮説1-aを支持するのみである。探索については，探索度の高い

企業群のほうが，探索度の低い企業よりも経営成果が出やすいものの，市場の
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不確実性が高くなるほど，探索度の高い企業は経営成果を出しにくくなる一方

で，探索度の低い企業は，経営成果が出しやすくなる交差効果が確認された。

この意味においては，仮説3-dが支持されたと言える。以上から，不確定性が高

い時期においては，探索度が成果に貢献するとの仮説3-bは棄却された。むし

ろ，探索度が高い企業群は，市場の不確定性が上がるほど成果が出にくくなっ

ている。 

 以上の仮説検証から市場の不確実性と活用と探索がそれぞれ経営成果に与

える影響については，下記のことが言える。 

 

 ・活用は産業の成長期においては直近の経営成果を促進する 

 ・探索は産業の衰退期においては直近の経営成果を阻害する 

 ・活用は市場の不確実性が低い時に特に直近の経営成果を促進する 

 ・活用は市場の不確実性が高くなると直近の経営成果を促進するとは限らない 

 ・探索は市場の不確実性に関わらず，直近の経営成果に対しては抑制要因と

なる 

 

第11節 ディスカッション 

 

11-1 分析対象とモデル設計の整合性 

 

2章でレビューした通り，活用と探索の議論では，活用と探索のモデル化に大

きく2つのアプローチがある。1つは活用と探索を資源配分の視点から相反要因

とみなし，活用度または探索度に対する経営成果を逆U字を予見するモデルで

あり，もう一つは活用と探索は必ずしも資源競合に由来する相反要因の影響を
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受けず，比較的相互に独立した変数として両立させるモデルである。 

 いずれのモデルを選択するかは，観測対象の内容と活用及び探索の定義に

依存するものである(O’Reilly & Tushman [2013])。本研究においては，ゲーム市

場のジャンル間での活用と探索を取り扱った。これらに対して，本研究の活用度

及び探索度の計算式は，どのレベルまで妥当性を担保できるのであろうか。ま

た，本アプローチの限界は何であろうか。 

 参考としたVenkatraman et al. [2007] の計算式は活用度と探索度をある程度

独立して計算するものである。 

 

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑡𝑡 = ∑ ∑ 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡𝜔𝜔𝑗𝑗𝑗𝑗,𝑡𝑡𝑘𝑘∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜|𝑗𝑗≠𝑘𝑘𝑗𝑗∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡

𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜  (8) 

 

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑡𝑡−1 = ∑ ∑ 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡�1.0 − 𝜔𝜔𝑗𝑗𝑗𝑗,𝑡𝑡�𝑘𝑘∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜|𝑗𝑗≠𝑘𝑘𝑗𝑗∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 + 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑘𝑘,𝑡𝑡−1�1.0 −𝜔𝜔𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑡𝑡�  

(9) 

 

つまり，exploration ≠ α(1-exploitation) （ここにαは任意の定数）であるという

意味において，単純に活用度が増加すると探索度が減少するというモデルでは

ない。このモデル設計と整合する産業として，本論文では家庭用ゲームソフト産

業を選択した。これは家庭用ゲームソフト産業が主に知識産業であって，物理的

な経営資源というよりは，無限に共有でき得る知識の活用要因が多いと考えたか

らである。一方で，活用と探索の関係性は完全に互いに独立というわけでもな

い。それは新規領域と既存領域のオーバーラップ度であるωが相反要因（つま

り，ωと1-ωの関係）として設計されているからである。これは，本質的に市場の

最大数がモデルの中では既知として定義されており，それらの市場の中での重

複度をωで示しているためであり，必然的に重複部分でない領域は1-ωになら
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ざるを得ないからである。 

本研究において導入したVenkatraman et al. [2007] のモデルは，生物多様

性の概念として用いられニッチオーバーラップをコンセプトとしている。このコンセ

プトを経営学で用いることは注意を伴うものである。というのも，生物多様性の議

論の本質は個体が主体性を持たない群としての議論であって，究極的に個々の

企業のマネジメントに対する解を求める経営学との整合性が考慮されなければ

ならない。そこで，本研究ではジャンル間の活用と探索の程度測定にニッチオー

バーラップを用いることにした一方で，個別企業の活用と探索の傾向の探査に

は従来的な回帰分析手法を採用することで，個別企業が戦略的行動を起こすこ

と，またそれを観測することを想定したリサーチデザインとした。 

 

11-2 実務的インプリケーション 

 

市場の確実性と活用と探索 

本研究の成果によれば，現在の活用は経営成果に影響を及ぼすが，それは

確実性が高い時期に限定される。不確実性が高くなると，経営成果への貢献は

観測されない。現在の探索は直接的に経営成果に貢献するわけではなく，むし

ろ探索は，直接的には経営成果に負の影響をもたらす。ただし，探索による経

営成果抑制の影響は，確実性が高い時のほうが顕著であり，不確実性が高くな

るほど探索による経営成果の抑制の影響は顕著でなくなる。つまり，探索は不確

実性が低い時期に効果を期待できるかもしれないが，不確実性が高い時期の経

営成果を約束するものではない。He & Wong [2004] は，探索特化型の企業群

のほうが経営成果に対するばらつきが大きいことを示したが，本結果において

も，統計的傾向が見えなくなるという意味において同様の傾向と言える。 



73 

 

本結果が示唆するのは，探索は不確実性が高い時期に備えるための万能の

方策ではないということである。不確実性が高くなり，活用による企業成果が脅か

されてから探索に切り替えたのでは意味がないことは言うまでもないが，将来の

不確実性を見越して過去に探索をしていたからと言って，それらが絶対に経営

成果を向上させるわけではない。しかしながら，探索を行うことによって，不確実

性が高い時期における生き残りの可能性を高めることにつながるかもしれない。 

より重要なことは，不確実性が高い時期にすでに過去の探索が現在の活用に

なっていることである。つまり，重要なことは不確実性が高い時期に多様な展開

にも対応できるだけの活用の幅を持たせておくことである。 

 以上の結果から，本研究の成果からの実務的インプリメンテーションは，特に

確実性が高い時期の実行戦略にある。市場が不確実になってから探索に特化

する戦略は好ましくない。多くの企業においては，確実性が高い時期には活用

的に既存事業に特化し，収益を上げる反面，不確実性が高くなると既存の活用

型の事業からの収益が悪化することに起因して，新たな成長領域を探索しようと

する。しかしながら，不確実性が高い時期に探索をしても，直近の経営成果の阻

害要因となるばかりか，通常の時期に探索するよりも成果につながる可能性が低

くなる。したがって，活用的ビジネスが行き詰ったことをもって探索に切り替える

経営方針は得策とは言えない。 

一方で，不確実性が高い時期には探索の自己強化プロセスは減少するという

結果になっている。すなわち，多くの企業において，不確実性が高くなると自社

の既存のプロセスに拘らず，新たな方法論を模索する動きが広まるようである。

実務的な視点で見た場合でも，既存事業の先行きが不透明なわけであるから，

どうにかして不透明な既存事業の補てんを考えるのは一見合理的なように思わ

れる。しかしながら，探索と経営成果の関係性が示す通り，不確実性が高まった
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時期に探索を行っても，それは即座に経営成果に結びつかない。むしろ負の影

響を及ぼすのである。実際には，不透明性が高まる以前に探索を行い，不透明

性が高まる頃にはそのうちのいくつかは活用段階になっていなければならなか

った。その活用度を高めることで，経営成果の悪化を最小限に食い止めることが

できるのである。 

 本分析が統計的な分析であることを踏まえると，不透明感が高まってから急ピ

ッチに探索に打って出ることで経営成果を促進する行為は，多くの企業で見ら

れることでありながら，例外的成功を目指すことに他ならないということを認識して

おくべきであろう。 

 

11-3 本論の限界と今後の課題 

  

本論文では，活用と探索が経営成果に与える影響，とりわけ時系列的な概念が

ある中での，活用と探索のイナーシャについて，日本の家庭用ゲームソフト産業

を事例として定量解析を行った。 

 本論文の手法的特徴は，活用度と探索度における既存知識と新規知識すな

わち，探索の距離を参加市場の重複度によって外部から客観的に観測する手

法を提示したことである。ただし，その限界として個別企業の知識の状態が本モ

デルの想定を超える場合には，結果として影響を受ける可能性がある点が挙げ

られる。例えば，ある企業が特定のジャンルに進出するにあたり，実際には外部

から専門家を多数引き抜いているような場合，すなわち，個別企業が本研究で

設計した活用と探索とはかけ離れた独自のジャンル間での知識活用方法を有し

ているなどの場合には，結果の精度に誤差が出る可能性がある。 

また，家庭用ゲーム産業のように，ジャンルや製品カテゴリという客観的な指
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標が存在する場合には，本手法を適用可能であるが，そもそも単一製品の市場

のみでは探索を観測することはできない。さらには，そもそも製品ジャンルやカテ

ゴリとは，イノベーションによって新規市場が開拓されて初めて存在するのであっ

て，新ジャンルの草分けとなるような商品については，分析の対象とすることがで

きない。この部分については，多くの定性的分析と併用したうえで今後の議論が

進められることを期待する。 

さらに，このリサーチデザインでは活用と探索をあくまでも企業の外部から観

測していることである。これは可観測性の高さと客観性を重視したためではある

が，組織内部でジャンル内活用とジャンル間探索の間で，どのような戦略的意思

決定の過程があったか，あるいはいかなる具体的な知識活用があったかを観測

しているわけではない。組織内部の状態を検証可能な客観的指標に基づいて

評価し，今回の外部観測結果と照合することで，よりロバストな研究成果が得ら

れよう。この部分についての将来の研究への課題である。 

一方で，今回の検討モデルをさらに発展させることにより，より示唆に富んだ

知見を得られることも分かっている。例えば，現行のモデルをさらに精緻化すれ

ば，過去の探索と現在の活用までの期間と経営成果の関係性をより具体的に測

定可能である。探索の成果を活用するまでの時系列的なプロセスに着目するこ

とで，よりロバストな企業成果との関連性を観測できるであろう。また，探索と活用

を同時に実行するのが良いのか，あるいは時期によって探索と活用を時系列的

に切り替えるほうが良いのかについても，分析が可能である。 
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第5章 活用・探索の自己強化プロセス 

 

4章では，外部環境が変化する中で，時系列的な活用と探索の経路が経営成

果に与える影響を分析した。一方で，個々の企業の意思決定に目を向けると，

時系列的に活用を重視するか，探索を重視するかは，外部環境の変化を踏まえ

た組織内部の影響を受けるものと考えられる。 

企業の意思決定は組織内の過去の体験からの影響を受けることが知られて

おり(Audia et al. [2000])，とくに過去の学習知識を活用する意思決定に影響を

及ぼす可能性がある。そこで，本章では，組織の学習の観点から，活用と探索に

自己強化プロセスの影響を分析する。 

 

第1節 自己強化プロセスの基本仮説  

 

従来の活用と探索の議論に従うならば，企業戦略にとって，活用戦略をとる

か，探索戦略をとるかは選択の分岐点である。同時に，活用戦略や探索戦略を

とり続けるのか，あるいは戦略転換を図るのかも，企業の成果にとっては重要な

論点となる。 

Levitt & March [1988] が提起した組織学習の観点でいえば，活用と探索は

相互に異質な行動である。活用は従来の知識や資産を最大限に使用することが

前提であるから，資源活用論的には活用そのものに自己強化の要素が含まれて

いる。換言すれば，過去のTry-and-Errorの体験からの組織学習の成果を効率

的に成果につなげようとするプロセスこそが活用であり，ゆえにLevitt & March 

[1988] やAudia et al. [2000] が言うところのCompetency Trapに陥りやすいの

は活用と言える。だとすれば，それと相対する探索とは少なくとも既存とは異なる
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新たな市場や機会を求める行動であるから，探索をし続けるという行動は，組織

内部の資源活用論的な自己強化プロセスを阻害する要素であるはずである。 

しかしながら，自己強化プロセスの対象が獲得する知識ではなく，知識習得プ

ロセスそのものである場合には，Competency Trapは探索にすら作用すると考え

られる。すなわち探索して新たな知識を手に入れるプロセスそのものを組織が獲

得し，そのプロセスを適用し続けることで，新たな知識を獲得し続けようとする状

態が生じるものと考えられる。 

Levinthal & March [1993] は，探索の自己強化プロセスは下記の3つを根拠

に生じるとする。第1に，探索から得られた新たなアイディアは，多くの場合企業

の成果に結びつかない，したがって，失敗そのものが探索活動を抑制する条件

にならない。第2に，仮に大きな成功をおさめたイノベーションであっても，導入

当初から大きな成果を上げるわけではない。したがって，即座に成果が得られな

くても，探索活動を抑制する条件になりにくい。第3に，探索はそもそも要求レベ

ルが高く，楽観的な見通しで進められることが多く，失敗が織り込まれている。

(Leventhal & March [1993]) 

以上から，活用であっても探索であっても自己強化プロセスが存在し過去活

用で成功を収めた企業は，活用し続ける傾向にあり，過去探索により成功を収

めた企業は，探索し続ける傾向が推察される。これらの仮説は戦略的イナーシャ

の影響により戦略転換が遅れることを意味するが，これらの戦略転換には，活用

から探索またはその逆の戦略転換に対してイナーシャの効き方に差は生じるの

であろうか。Zhou & Fangwu [2010] は，技術能力が活用に対してU字曲線を描

き，探索に対しては逆U字曲線を描くとしたうえで，戦略の柔軟性が，プロダクト

イノベーションに有効に作用するとした。逆説的に言えば，戦略の硬直性はそれ

が活用であったとしても探索であったとしても，大凡イノベーションを阻害するの
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か。 

そこで，活用と探索の選択に関する自己強化プロセスに関する仮説として，下

記の仮説を設定する。 

 

仮説4-a：過去の活用は直近の活用を促進する 

仮説4-b：過去の探索は直近の探索を促進する 

仮説4-c：過去の活用は直近の探索を阻害する 

仮説4-d：過去の探索は直近の活用を阻害する 

 

第2節 市場の不確実性と自己強化プロセス 

 

市場の成長性や成長分野に不確実性がある場合には，それは活用と探索の

自己強化プロセスにどのような影響を及ぼすのか。市場の外部環境による変動

要因が少ない場合には，純粋に自社の強みと競争戦略に準じた戦略行動を採

りやすいのではないか。結果的に，自社の活用の自己強化プロセスが強く作用

するのではないか。他方で，市場の不確実性が高い場合には，外部環境の変

動リスクが高いため，従来と同じ戦略をとり続けることに対して，組織内外から疑

問が出やすい。結果的に活用及び自己強化プロセスが抑制されやすいと考えら

れる。そこで，下記のとおり仮説を設定する。 

 

仮説5-a：市場の不確実性が低い時期よりも高い時期のほうが，活用の自己強

化プロセスが抑制される 

仮説5-b：市場の不確実性が低い時期よりも高い時期のほうが，探索の自己強

化プロセスが促進される 
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以上の仮説はFigure 12の仮説検証モデルに対応付けられる。 

 

 

Figure 12 Hypothesis simulation model for exploration and exploitation 

 

第3節 分析方法と変数設計 

 

3-1 市場の重複度 

市場の重複度は4章に定義されたωと同等の方法を用いて算出した。すなわ

ち，ある時点tでの市場j,kの重複度ωは下記式(1)で表される。 

 

𝜔𝜔𝑗𝑗𝑗𝑗,𝑡𝑡 =
∑ 𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡min (𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡,𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡)
𝑖𝑖∈𝑁𝑁𝑖𝑖

𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓

∑ �𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡�
2

𝑖𝑖∈𝑁𝑁𝑖𝑖
𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓

 (1) 

 

3-2 企業固有レベルの活用と探索 

企業の戦略行動である活用と探索は，個々の企業における学習上のコンテキ

ストによって相対的に異なるはずである。つまり，企業レベルの活用と探索とは，

その企業にとってすでに有する経営資源の活用であり，その企業にとって初め

Present
Exploitation

Present
Exploration

Previous 
Exploitation

Previous 
Exploration
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て進出する分野への探索である。よって，ωとは別に個々の企業における市場

への進出状態を加味する必要がある。Venkatraman et al.[2007] は，企業iの時

刻tにおける活用度(exploitation i,t)は，時刻tにおいて当該企業が製品投入実績

のある市場間での活用のみに限定し，成果変数pとωを用いて数式(2)のように

定義した。 

 

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑡𝑡 = ∑ ∑ 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡𝜔𝜔𝑗𝑗𝑗𝑗,𝑡𝑡𝑘𝑘∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜|𝑗𝑗≠𝑘𝑘𝑗𝑗∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡

𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜    (2) 

 

他方で，ある時刻t-1の探索度(exploration i,t-1)は時刻t-1にすでに存在してい

たMarket kと時刻tで新たに進出したMarket jとpj,pkを用いて下記の式(3)のよう

に定義した。 

 

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑡𝑡−1 = ∑ ∑ 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡�1.0 − 𝜔𝜔𝑗𝑗𝑗𝑗,𝑡𝑡�𝑘𝑘∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜|𝑗𝑗≠𝑘𝑘𝑗𝑗∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 + 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑘𝑘,𝑡𝑡−1�1.0 −𝜔𝜔𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑡𝑡�  

(3) 

 

本論文においても上記exploitationとexplorationを算出し，適用することとした。 

 

第4節 データ諸元 

 

分析に使用したデータは，4章で分析手法で用いたものと同等のデータであ

る。 

 

第5節 変数定義 
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5-1 被説明変数と独立変数 

 

Present Performance 

 この変数は4章の変数設計と同一である。それぞれの企業の観測年における

パフォーマンスを示す値として，観測年におけるゲームタイトルの売上本数を設

定した。この売り上げ本数は，ジャンルごとに累積されており，当該企業が各ジャ

ンルでどの程度のパフォーマンスを達成したかを示している。ジャンルごとに個

別のタイトルによる売り上げ本数の累計にすることで，タイトルごとの特性を加味

せず，あくまでも市場でのパフォーマンスを表す変数として設計した。 

 

Present Exploitation 

この変数は4章の変数設計と同一である。 

企業iの観測年を基準とした活用度の変数として定義した。Present 

ExploitationはPresent Performanceとのラグを加味し，下記の式で算出することと

した。 

 

Present Exploitation = �2−𝑡𝑡
2

𝑡𝑡=0

exploitation𝑖𝑖,(−𝑡𝑡)          (4) 

 

Present Exploration 

この変数は4章の変数設計と同一である。 

企業iの観測年を基準とした探索度の変数として定義した。Present 

ExplorationはPresent PerformanceとのラグとPresent Exploitationとの対称性を

加味し，下記の式で算出することとした。 
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Present Exploration𝑖𝑖 = �2−𝑡𝑡
2

𝑡𝑡=0

exploration𝑖𝑖,(−𝑡𝑡)           (5) 

 

Previous Exploitation 

この変数は4章の変数設計と同一である。 

企業iの観測年の前期を基準とした活用度の変数として定義した。すなわち

Present Exploitationの前段階での活用度である。Previous Exploitationは，

Present Exploitation及びPresent Performanceとのラグを加味し，下記の式で算

出することとした。 

 

Previous Exploitation𝑖𝑖 = �2−𝑡𝑡
2

𝑡𝑡=0

exploitation𝑖𝑖,(−𝑡𝑡−3)           (6) 

 

Previous Exploration 

この変数は4章の変数設計と同一である。 

企業iの観測年の前期を基準とした探索度の変数として定義した。すなわち

Present Explorationの前段階での探索度である。Previous Explorationは，

Present Explorationとのラグ及びPrevious Exploitationとの対称性を加味し，下

記の式で算出することとした。 

 

Previous Exploration𝑖𝑖 = �2−𝑡𝑡
2

𝑡𝑡=0

exploration𝑖𝑖,(−𝑡𝑡−3)           (7) 
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5-2 制御変数 

 

Age 

この変数は4章の変数設計と同一である。 

スタートアップ企業の場合，製品ラインアップが整っていないために探索をせ

ざるを得ず，老舗企業の場合には探索の余地がない等の状況を是正するため

に，企業年齢を制御変数として加えた。企業年齢Ageは，その企業の創業年か

ら評価年までの年齢を表す変数である。モデル設計として企業年齢の影響を除

外するとともに，企業年齢と活用及び探索の間の相関性を確認した。 

 

Coverage 

この変数は4章の変数設計と同一である。 

企業規模による影響を除外するために，企業ごとのジャンルカバレッジを制御

変数として投入した。企業規模Coverageは，全ジャンル数のうち，観測年の時点

で何ジャンルがカバーされているかを比率で示した値である。本モデルでは，本

質的にCoverageが上昇すると探索の余地は減少する。したがってジャンルカバ

レッジ率が高い大企業ほど，Present Performanceと活用の比率が上昇する影響

を除外した。 
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第6節 分析結果 
 

Table 8 活用・探索の自己強化プロセス分析結果 

Model 10 11 12 13 14 15

Dependent Variable
Present
Exploitation

Present
Exploration

Present
Exploitation

Present
Exploration

Present
Exploitation

Present
Exploration

Independent Variables
Previous Exploitation 0.432*** -0.213*** 0.444*** -0.273*** 0.328*** -0.166***
Previous Exploration 0.056*** 0.208*** 0.112*** 0.173*** 0.019 0.208***
Previous Exploitation * Growth -0.066*** 0.048
Previous Exploration * Growth -0.024 -0.005
Previous Exploitation * Uncertain 0.095*** -0.043
Previous Eploration * Uncertain 0.098*** -0.057T

Control Variales
Age -0.009 0.024 -0.031** 0.025 -0.026* 0.026
Coverage 0.513*** 0.535*** 0.494*** 0.583*** 0.527*** 0.524***
Uncertain 0.092*** -0.097***
Growth -0.051*** 0.044T -0.052*** 0.052*
Modified R2 0.795 0.304 0.862 0.29 0.811 0.307
*** 0.1%
** 1%
* 5%
T 10%  
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Figure 13 Inertia of Exploration and Exploitation in all time 

 

 
 

Figure 14 Inertia of Exploitation and Exploration under certain and uncertain environment 
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活用と探索の選択に関するイナーシャに関する仮説として設定した仮説4は下記

の通りであった。 

 

仮説4-a：過去の活用は直近の活用を促進する 

仮説4-b：過去の探索は直近の探索を促進する 

仮説4-c：過去の活用は直近の探索を阻害する 

仮説4-d：過去の探索は直近の活用を阻害する 

 

仮説4-aは，Model 10により支持された(0.435)。したがって，過去活用を行って

きた企業ほど，直近の活用を積極的に行っていることを意味する。仮説4-bは，

Model 11により支持された(0.208)。したがって，過去探索を行ってきた企業は，

直近においても積極的に探索を実施していることを意味する。すなわち，新たな

ジャンルに進出することを企業の成長要素であると考えている企業は，新たなジャ

ンルに進出し続ける傾向があるようである。仮説4-cはModel 10の値が負数である

から支持された。過去活用を積極的に行ってきた場合，直近の探索活動を阻害

する要素となる。すなわち，活用を是としてきた企業は，自社が過去製品を展開し

てきたジャンルに固執し，新たなジャンルに進出する行動に対して抑制的である。

仮説4-dは，Model 10が0.056で正の有意数であるから，棄却された。つまり，過

去に探索を行ってきた企業は，現在の活用に対して抑制的なわけではない。この

結果は，過去探索を行い開拓したジャンルについて，活用する戦略をとっている

ためであると考えられる。 

 

第7節 市場の不確実性と自己強化プロセス 

市場の成長性に不確実性がある場合には，戦略的イナーシャは活用と探索に
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どのような影響を及ぼすのか。本分析対象であるゲーム産業においては，市場す

なわちジャンルの成長性は，ゲームソフトの補完材であるゲームのハードウェアプ

ラットフォームが成長ジャンルに影響を及ぼす要因とし，ハードウェアプラットフォ

ームのシェアが寡占状態の時期と，複数のプラットフォームが乱立している時期に

おいて活用と探索の自己強化プロセスの変化に対する仮説を検証した。 

 

仮説5-a：市場の不確実性が低い時期よりも高い時期のほうが，活用の自己強化

プロセスが抑制される 

仮説5-b：市場の不確実性が低い時期よりも高い時期のほうが，探索の自己強化

プロセスが促進される 

 

仮説5-aは，Model 14の結果から支持された。すなわち，Model 14の交互作用

項を比較すると，不確実性が高い時期のほうが，過去の活用が直近の活用に与

える促進効果が少ない。したがって，市場の不確実性が高い時期ほど，活用行

動に対する自己強化プロセスが抑制される企業が多くなる。仮説5-bは，Model 

15の結果から棄却された。不確実性が高い時期になるほど，企業として新たなジ

ャンルへの進出へのプレッシャーが強まるものと想像されたが，実際には不確実

性が低い時期には探索の自己強化プロセスが強くみられる半面，不確実性が高

い時期には，その関係性に有意な差が観測できなかった。これは，過去探索を行

ってきた多くの企業の行動として，市場の不確実性が高くなってきたことにより，個

別企業ごとに戦略にばらつきが出ているようである。 
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Table 9 仮説検証結果のまとめ 

テーマ 仮説番号 仮説 判定 備考 

活用・探索の

自己強化プロ

セス 

 

仮説4-a 過去の活用は直近の活

用を促進する 

支持  

仮説4-b 過去の探索は直近の探

索を促進する 

支持  

仮説4-c 過去の活用は直近の探

索を阻害する 

支持  

仮説4-d 過去の探索は直近の活

用を阻害する 

棄却 正の有意数であり，過去探

索を行った企業が，現在の

活用に対して抑制的なわけ

ではない 

市場の不確

実性と自己強

化プロセス 

 

仮説5-a 市場の不確実性が低い

時期よりも高い時期のほう

が，活用の自己強化プロ

セスが抑制される 

支持  

仮説5-b 市場の不確実性が低い

時期よりも高い時期のほう

が，探索の自己強化プロ

セスが促進される 

棄却 関係性に優位性が見られな

くなった 
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第8節 ディスカッション 

 

8-1 活用と探索それぞれの自己強化プロセス 

 

本研究の結果として，興味深い点の一つは，まず活用と探索のいずれにも自

己強化プロセスが観測されたことである。Figure 8によれば，Previous 

Exploitation から Present Exploitationへのパス並びにPrevious Exploration か

ら Present Explorationへのパスに強い正の有意性が観測されている。すなわ

ち，活用と探索の両方において，活用・探索のいずれにも自己強化プロセスが働

いていることを意味する。 

また，Previous ExplorationからPresent Exploitationに至るパスについては，有

意ではあるもののその説明力はそれほど大きくなく，0に近い。一方で，Previous 

ExploitationからPrevious Explorationへのパスについては，有意に負の説明力が

ある。以上から，今回のモデルを用いて今回の分析対象に対して言えることは下

記である。 

・活用・探索双方ともに自己強化プロセスが観測されている 

・過去探索しており現在活用している企業は有意に存在するが，全体でみるとそ

の程度は限定的であり，統計的説明力は小さい 

・過去活用していた企業の多くは現在探索していない 

従来研究において，自己強化プロセスの議論は生産性のジレンマの中で，主

に活用において生じる現象として議論されてきた(eg.Sull[1999])。他方で，組織設

計の議論においては，よりCentralizeされた活用型成果に特化したような組織と，

Decentralizeされた設計の中から創発的な探索的成果を生み出そうとする組織設

計の間で根本的な相互背反が生じることは議論されてきた (Abernathy[1978], 
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Christensen [1997], O’Reilly & Tushman [1997, 2004, 2008], Gibson & 

Birkinshaw [2004]) 。 

本研究の結果は，活用・探索のいずれにおいても自己強化プロセスが生じるこ

とを裏付けるものである。さらに，従来研究の発見を超えた部分で，本研究では活

用から探索，探索から活用への移行に対するパスについても観測できた。 

 

8-2 不確定性と自己強化プロセス 

 

本研究での活用と探索のイナーシャが強くなる条件は不確実性の程度によっ

て異なることが観測された。まず活用については，過去の活用が直近の活用に強

い自己強化プロセスを示す。しかもこれは経営成果に結びつくという観点では合

理的であると言えよう。この傾向は不確実性の高低によらず一貫して観測された

が，確実期には活用度が高いほど次の探索に移行しないのである。同じジャンル

の組み合わせで長年事業を継続する企業は，外部環境であるプラットフォームが

変わろうとも同じことをし続ける傾向にあった。これをイナーシャとみるか，個別企

業のコア事業がしっかりしているとみるかは，個別企業に対するそれぞれの解釈

が必要になるであろうが，本結果から少なくともいえることとして，既存のジャンル

から外に踏み出そうとしない企業は，外部環境がどうであれその傾向が顕著であ

るということである。ただし，この傾向は確実期ほど顕著であり，不確実期には活

用イナーシャのパスの説明力そのものは低下し，過去の活用度から現在の探索

度へのパスの負の有意性が消失する。つまり，過去活用をしていた群は有意に活

用を続ける傾向にあるが，不確実期にはその企業数が減少するのである。つま

り，過去活用していた企業が不確実期に探索に乗り出すわけであるが，ここで問

題なのは，特に不確実期には探索が形成成果に結びつかないことである。 
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興味深いことに，探索についても同様に自己強化プロセスが生じる。探索して

いた企業は，探索を続けようとする。しかも，探索は経営成果に直結していないに

もかかわらず，探索の自己強化プロセスが強く作用する。この現象は，探索はもと

もと成功率が低い探索行為が結果に好影響を与えないにもかかわらず継続され

ることによって説明される。 

 ただし，探索のイナーシャは確実期に限られる。不確実期になると，これまで探

索していた企業群ほど活用に移行しようとする。ただし，この時には活用と経営成

果の間に正の有意関係が見られず，活用への移行が必ずしも経営成果に結び

つくわけではない。 
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第6章 企業の長期的生き残り分析 

 

前章までで，企業の時系列的な活用度と探索度の推移が外部環境の変化に

いかなる影響を及ぼすか，また，活用・探索が組織内部でどのようなイナーシャを

もたらしうるかを検討した。本章においては，4章で分析した企業群の追跡調査と

して，その後の当時の活用度および探索度の特性が，長期的な企業生存にいか

なる影響を及ぼすかを分析する。 

 

第1節 両利きモデルと生存率 

 

第2章においてレビューしたように,活用と探索の関係性に関するモデルは多様

である。すなわち,活用と探索の両立を図る両利きの経営は,概念モデルとして活

用のみ,及び探索のみを両端とし,相対比率が連続的に変化する概念か,あるい

は,活用と探索は互いに独立した2つの概念かという点についてレビューした。 

先行研究が示すように,両利きの概念を活用と探索を両端とするバランス型とし

てモデル化を行うか,両方が極大化する可能性がある相互に独立なモデルとして

モデル化を行うかは,それぞれのリサーチデザインの中で決定されなければならな

い。その中で，Cao & Zhang [2009]は,企業の両利きの状態をバランス型の両利

きモデル(Balanced Dimension)と,統合型の両利きモデル(Combined Dimension)

の両方で評価し,企業成果と外部環境の影響について評価した。ここで”BDは企

業内部で活用と探索をバランスしなければならないような活動,CDは活用と探索

が合わさることで強度が上がるような活動である。” (Cao & Zhang [2009]) 

この結果によれば,バランス型の両利きモデル(BD)でも統合型両利きモデル

(CD)でも企業成果を上げることができるが,その両方が存在するときには,より高い
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企業成果が期待できると結論付けた。この研究は両利きを2つの異なる次元に分

割し,バランスを取らなければならない部分と,双方が強化させられる部分に分離し

た点において価値がある先行研究である。ただし,残された課題としてこれらの2つ

の次元が,外部環境の如何にかかわらず,定常的に最適解をもつかどうかについ

て検討を続けなければならない。特に活用と探索が企業生存に及ぼす影響を考

慮すれば,企業が参加している市場の脅威となりうる新市場が誕生したとき,既存

の市場への参加企業の生存率を高めるための両利きとはどのようなものであろう

か。 

そこで本章では,既存市場と新市場の2つが存在するときに,既存市場での両

利きの状態と新市場が成長した時点での既存市場への市場参加者の生存率に

ついて分析を行う。既存市場とは観測時点で既に存在する市場として定義する。

そのうえで本稿の観測対象はその既存市場に参加している企業群である。加え

て,既存市場に参加する企業群にとっての新たな市場を新市場と定義する。  

 以上の両利きの議論を踏まえ,活用と探索のバランスを両利き度と表現するなら

ば,下記仮説6-aが導出できる。 

 

仮説6-a 既存市場において両利き度が高かった企業は,新市場誕生後の生存

率が高い 

 

 さらに,活用的活動が既存市場でのパフォーマンスを維持し,探索的活動は外

部環境の変動への対応の柔軟性に貢献するという特性を考慮し,仮説6-aに対し

て,外部環境の要因として企業が参加している市場の不確実性を変数として追加

する。 

既存市場の先行き見通しが低い時期には,変化への適応力を向上させるため
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に両利きが重要であるとの議論(O’Reilly & Tushman[2013])に基づき,下記の通

り仮説6-bを導出した。 

 

仮説6-b 既存市場の不確実性が低い時期に両利き度が高かった企業は,新市

場誕生後の生存率が高い 

 

ここで,仮説6での両利き度については,Cao & Zhang [2009] の議論を応用し,

バランス型の両利きモデル(BD)と統合型両利きモデル(CD)のいずれか,または両

方で仮説6が有意であるかを検証する。経営成果が獲得されるプロセスの確実性

や不確実性との関連で活用と探索を捉える先行文献の定義に従えば,経営成果

により直接的に,かつより高い確率で結びつくのは活用であるようである(Zhou & 

Fangwu [2010])。他方,探索による経営成果も考えられはするものの(Mudambi & 

Swift [2014]),直接的経営成果というよりは,探索によって得られた新たな経営資

源を活用することではじめて,経営成果に結び付くものと想定される。加えて,活

用・探索単体の議論では,成功の罠によるイナーシャの議論 (Audia et al.[2000])

から,活用及び探索がそれぞれに自己強化的である。 

これらが示唆するところは,既存市場において活用に注力する傾向が強い企業

と探索に注力する傾向が強い企業が存在するとき,前者は既存市場でより高い経

営成果を上げる反面,脅威となる新市場が出現したときの生存率は後者の企業群

に比べて低くなることが予想される。とりわけ,既存市場の不確実性が低く活用が

経営成果につながりやすい時期に活用により注力した企業群は,自己強化プロセ

スも手伝って,さらに傾向が強まるものと想像される。そこで,仮説7として,両利きモ

デルを活用と探索の変数に分解した,下記の仮説を設定する。 
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仮説7-a 既存市場において活用度が高い企業は新市場移行後の生存率が低

く,探索度が高かった企業は新市場移行後の生存率が高い 

 

ここでも仮説6と同様に,仮説7-aに対して,外部環境の要因として企業が参加し

ている市場の不確実性を変数として追加する。既存市場でのパフォーマンスに影

響を及ぼす活用に対して組織が過度に適応した場合,外部環境変化への対応の

柔軟性が失われることが知られている(Audia et al.[2000])。以上から,下記仮説

7-bが導出する。 

 

仮説7-b 既存市場の不確実性が低い時期において活用度が高い企業は新市

場移行後の生存率が低く,探索度が高かった企業は新市場移行後の生存率が

高い 

 

第2節 分析方法と変数設計 

 

家庭用ゲームソフトウェア産業に参入していた企業群のうち，2013年から2015

年までに淘汰された企業，2015年時点で生存している企業に対して質的変数を

割当て，ロジスティック回帰分析を実施した。2015年時点での生存率を測定した

理由は，その時期にモバイルゲームの成長がピークに達し，サチュレーションずる

ためである。なお，予備実験として2018年時点での分析も実施したが，傾向として

は2015年と同等のものであった。 

 

第3節 変数定義 
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3-1 被説明変数 

 

Survival_possibility 

被説明変数として1992年から2012年までに家庭用ゲームソフトウェアをリリース

した企業を母集団として,その後の生存調査を行い,下記の通り値を設定した。 

 

Survival_possibility = 1: 2015年時点で企業として生存 0: 前記以外 

 

企業生存の定義は,当該企業が2015年時点において,企業が独立企業として

存在し,市場に対して製品を投入していることとした。特に企業買収などにより消

滅した企業については,生存企業の対象から除外した。また,既存市場にも新規

市場にも参加せず,これらとは異なる業種で存続している企業については,業種転

換等より根本的な生存戦略転換に成功したものとみなし,生存状態とすることとし

た。 

 

3-2 独立変数  

 

Exploitation, Exploration 

企業の戦略行動である活用と探索は,個々の企業における学習上のコンテキス

トによって相対的に異なるはずである。つまり,企業レベルの活用と探索とは,その

企業にとってすでに有する経営資源の活用であり,その企業にとって初めて進出

する分野への探索である。Venkatraman et al.[2007] は,企業iの時刻tにおける

活用度(exploitation i,t)は,時刻tにおいて当該企業が製品投入実績のある市場

間での活用のみに限定し,成果変数pと市場重複度ω (Sohn [2001])を用いて数
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式(1)のように定義した。 

 

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑡𝑡 = ∑ ∑ 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡𝜔𝜔𝑗𝑗𝑗𝑗,𝑡𝑡𝑘𝑘∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜|𝑗𝑗≠𝑘𝑘𝑗𝑗∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡

𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜    (1) 

 

ここで,pは企業・年毎の売上本数である。他方で,ある時刻t-1の探索度

(exploration i,t-1)は時刻t-1にすでに存在していたMarket kと時刻tで新たに進出

したMarket jとpj,pkを用いて下記の式(2)のように定義した。 

 

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑡𝑡−1 = ∑ ∑ 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡�1.0 − 𝜔𝜔𝑗𝑗𝑗𝑗,𝑡𝑡�𝑘𝑘∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜|𝑗𝑗≠𝑘𝑘𝑗𝑗∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 + 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑘𝑘,𝑡𝑡−1�1.0 −𝜔𝜔𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑡𝑡�  (2) 

 

そこで,本論文においては企業iの累積のexploitationとexplorationを下記の通

り算出する。 

 

𝐸𝐸𝑥𝑥𝑝𝑝𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑖𝑖 = 𝛴𝛴𝑡𝑡=0𝑇𝑇 ∑ ∑ 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡𝜔𝜔𝑗𝑗𝑗𝑗,𝑡𝑡𝑘𝑘∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜|𝑗𝑗≠𝑘𝑘𝑗𝑗∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡

𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜    (3) 

 

𝐸𝐸𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖 = 𝛴𝛴𝑡𝑡=0𝑇𝑇 ∑ ∑ 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡�1.0 − 𝜔𝜔𝑗𝑗𝑗𝑗,𝑡𝑡�𝑘𝑘∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜|𝑗𝑗≠𝑘𝑘𝑗𝑗∈𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡

𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 + 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑘𝑘,𝑡𝑡−1�1.0 − 𝜔𝜔𝑘𝑘𝑘𝑘,𝑡𝑡�  (4) 

 

なお,Exploration もExploitationも定義域は最小値0,最大値1に正規化する。 

 

Ambidexterity 

両利きモデルとして2つのモデルを定義する。前で述べた通り,先行研究におけ

る両利きの定義は多様であり,それぞれの研究目的や分析設計に応じて定義され

ている。 

 本稿の目的は,既存市場の参加者が実施する両利きの状態と新市場が成長し



98 

 

た時点での生存率の関係性を分析することであるが,その両利きの定義には大き

く2つがあることは前節で述べたとおりである。仮説検証にあたり,Cao & Zhang 

[2009] の方法に準じて,2つのモデルを定義し,それぞれで仮説検証を行うことと

した。 

1つは活用と探索がバランスするモデルであり,Balance_ambidexteirty(BD)とし

て定義する。もう1つは活用と探索が相互に独立なモデルであり, 

Combined_ambidexterity(CD)と定義する。 

 

Balance_ambidexterity(BD) 

バランス型両利きモデルとして活用と探索をCao & Zhang [2009] が示す

balance dimension of ambidexterity (BD)をベースに定量化した。ただし,Cao & 

Zhang [2009] が5段階のアンケートを集計する手法を採用しており,本研究と定

義域が異なるため,当該部分を修正し下記のとおりとした。 

 

𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝑒𝑒_𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 = 1 −  | 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸−𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸 |
| 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸+𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸 |

   (5) 

 

この式では,活用度と探索度が同じ値をとるときに最大値1となり,いずれか一方

だけが高い場合には値が0に近づくことになる。 

 

Combined_ambidexterity(CD) 

活用と探索が相互に独立となる両利きモデルとして活用と探索をCao & Zhang 

[2009] が示すCombined dimension of ambidexterity (CD)をベースに下記の通

り定量化した。 
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𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶_𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 = 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸 ∗ 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸 (6) 

 

 この式では,活用度と探索度が両方1のときに最大値1となり,両方とも低い場合

には0に近づく。 

 

3-3 制御変数 

 

Age 

 スタートアップ企業の場合,事業基盤がぜい弱で製品ラインアップが整っていな

いために探索をせざるを得ず,老舗企業の場合には探索の余地がない可能性が

ある。これらの影響を是正するために,企業年齢を制御変数として加えた。企業年

齢Ageは,その企業の創業年から評価年までの年齢を表す変数である。モデル設

計として企業年齢の影響を除外するとともに,企業年齢と活用及び探索の間の相

関性を確認した。 

 

Coverage 

企業規模の代理変数として,企業ごとに13ジャンルのうちどれだけのジャンルに

製品を投入しているかを示したジャンルカバレッジを制御変数として投入した。

Coverageは,全ジャンル数のうち,観測年の時点で何ジャンルがカバーされている

かを比率で示した値である。本モデルでは,本質的にCoverageが上昇すると探索

の余地は減少する。したがってジャンルカバレッジ率が高い大企業ほど,探索余

地が減少する影響を除外した。 
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Sales 

企業規模の代理変数として,各社の累積のゲームタイトル数の売上本数を投入

した。Salesは観測期間において企業iが市場に投入したすべてのゲームタイトル

の売上本数の総和とした。Salesは,新タイトル開発に投入できる資源に直接的に

影響を及ぼすことが想像され,企業存続に直接的な影響を及ぼしうる。しかしなが

ら,今回の研究の目的はSalesの規模に依存しない製品ジャンルにおける両利き

の状態を分析することであるから,本変数を制御変数として投入した。
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第 4 節  分 析 結 果  

下 記 に ， 2 0 1 5 年 時 点 の 生 存 に 対 す る ロ ジ ス テ ィ ッ ク 回 帰 結 果 を 示 す 。  

こ の 表 で は 対 数 処 理 後 の オ ッ ズ 比 を 示 し た も の で あ る 。  

 

T a b l e  1 0  生 存 率 に 対 す る ロ ジ ス テ ィ ッ ク 回 帰 結 果  （ 対 数 化 後 の オ ッ ズ 比 ）  

Model1 Model2 Model3 Model4 Model5 Model6
Independent Variable
Dependent Variables

Balance_ambidex(BD) 1.61 1.46
Combined_ambidex(CD) 1.15(.) 1.11

Balance_ambidex(BD)  x UncertainPeriod 23.07(*)
Combined_ambidex(CD) x UncertainPeriod 1.3

Exploitation 1.00(.) 1.56
Exploration 2.47 1.03

Exploitation x UncertainPeriod 2.20
Exploration x UncertainPeriod 1.17

Control Variables
Age 1.04(**) 1.04(*) 1.04(*) 1.04(*) 1.04(*) 1.04(*)

Coverage 0.44 0.05 45.15 0.03 0.01 0.01
Sales 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

Signif. codes:  0 ‘***’ 0.001 ‘**’ 0.01 ‘*’ 0.05 ‘.’ 0.1 ‘ ’ 1

Survival possibility
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仮説 6-a は Model 1 お よ び Model 2 の結果か ら ,CD が 10% 有意傾向を示

し ,BD は有意ではなか っ た 。 し たが っ て , 単に両利 き で あ っ ただけでは生

存率に対す る 有意な差異は見 ら れない 。 ただ し ,CD が有意傾向を示 し た こ

と か ら , 活用度 と 探索度の最適化を図 る よ り も , 活用度 と 探索度を それぞ

れ高め よ う と す る 方が , 多少生存率が高 く な る 傾向が あ る か も し れない 。  

仮説 6-b は Model 3 お よ び Model 4 の結果か ら , 特に不確実性が高い時

期には BD が有意で あ っ た一方で ,CD は Model 1 での有意傾向が消え , 棄

却 さ れた 。 こ の事実か ら , 特に不確実期性が高い時期には BD を 重視 し た

両利 き が生存率を高め る と 言え そ う で あ る 。  

仮説 7-a お よ び仮説 7-b は Model 5 お よ び Model 6 のいずれにおいて も

有意性が見 ら れず却下 さ れた 。 すなわち , 前市場で過度の最適化が進み

(Audia et al.[2000]),新市場が出現 し た と き に淘汰 さ れ る 現象(Christensen 

[1997]) は , 少な く と も 本研究の対象及び リ サーチデザ イ ン に限っ ては生 じ

ていない 。 従来市場で探索度が低か っ た , ま た活用度が高か っ た こ と に よ

っ て新た な市場が創出 さ れた と き に淘汰 さ れ る か , それで も 生 き 延び る か

は活用度 ・ 探索度のそれぞれの程度では説明で き ない 。  

 

第5節 デ ィ ス カ ッ シ ョ ン  

 

以上の結果か ら ， 単に両利 き を行っ た企業が次の市場に移行後の生存率

が高いわけではない 。 少な く と も 本研究が取 り 扱っ た範囲においては , 企

業が単に活用 と 探索を 同時並行的に行っ てい る だけでは , 既存市場を脅か

す新市場が成長 し た後の生存率を 高め る こ と はで き ない 。 む し ろ , 生存率
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を 高め る ために必要なのは CD と BD を外部環境に合わせて う ま く 切 り 替

え る こ と で あ る 。  

と こ ろ で , CD と BD を 切 り 替え る と は ど う い う こ と なのか 。  CD は , そ

も そ も 知財権や ソ フ ト ウ ェ アの よ う に リ ソ ー ス 競合が必ず し も 起 き ない よ

う な活用 と 探索の両方で共通利用で き , 相乗効果を生み出せ る も の を 利用

し て両利 き を 達成す る こ と を 前提 と し たモデルで あ っ た (Cao & Zhang 

[2009]) 。 他方 BD は生産施設や開発組織 ・ 要員な ど リ ソ ー ス に限 り が あ り ,

活用 と 探索の両方を追い求め る こ と に対 し て本質的に排他的にな ら ざ る を

得ない こ と を 想定 し た モデルで あ る 。 た だ し , 本研究では BD と CD を 算

出す る ために用い ら れ る 変数は共通で あ る か ら , それ ら は組織内の異な る

行為を 意味す る も のではない 。 本稿の結果が示すのは , 既存市場へ参入 し

てい る 期間全体を通 し て CD が可能な限 り 高 く な る よ う に Exploration と

Exploitation のバ ラ ン ス を取 り , すなわち活用 と 探索の両方を実施 し つつ も

個々の企業が得意な方を で き る だけ伸ばす こ と で あ る 。 一方で市場の不確

実性が高 ま る 時期には , BD を 高い値に維持す る よ う に Exploration と

Exploitation の差を 小 さ く す る 行為が企業の生存率を高めてい る と い う こ と

で あ る 。 つ ま り , 市場見通 し に よ ら ず活用 ・ 探索のいずれかのみを 実行す

る 方法では生存率を高め ら れないが , それぞれが高 ま る よ う な施策を行 う

べ き で あ る 。  

一方で , 市場が不安定にな っ た と き , 企業には 2 通 り の考え方が台頭す

る 。 1 つ目は , 既存市場の不確実性が危機感を あお り , 探索に傾倒す る 戦

略で あ る 。 実際に多 く の企業では ， 危機的状況に陥 る と ， こ れ ま で と は違

っ た経営戦略や探索活動が危機を 乗 り 切 る ための方策 と し て受け入れ ら れ

やすい 。 2 つ目は , 既存市場の不確実性か ら , 成果に直結す る 活用に傾倒
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す る 戦略で あ る 。 具体的には ， 不確実な状況に直面す る と ， 企業は内部留

保やキ ャ ッ シ ュ フ ロ ー改善な ど が経営課題 と し て優先度を持つ よ う にな り ，

探索活動 よ り も 既存の活用 と 社内の コ ス ト ダ ウ ン で危機を乗 り 切ろ う と す

る 。  

し か し なが ら , 本稿の結果が示す こ と は , 生存戦略を 重視す る ので あれ

ば , 不確実な時期 こ そ , 活用 と 探索の ど ち ら か一方が突出す る よ う な

（ CD は上が っ て BD が下が る よ う な ） 両利 き ではな く ,BD が上が る よ う

なバ ラ ン ス が必要にな る ので あ る 。 すなわち ， 不確実な状況が陥っ てか ら ，

慌て て ， 起死回生の大逆転を目指す探索活動に傾倒す る 経営戦略 も ， 逆に

活用一辺倒で目先の コ ス ト ダ ウ ン だけで不確実な時期をや り 過ごす企業戦

略 も 得策ではない 。 む し ろ不確実な時期は ， 大 き く 活用 と 探索のバ ラ ン ス

を 急激に変更せず ， 新製品比率や新事業分野比率を従来通 り 維持 し てい く

べ き で あ る と 考え ら れ る 。 活用 と 探索のバ ラ ン ス の再調整は市場がむ し ろ

市場状態の見通 し が良い時期に行っ てお く べ き なので あ る 。  
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第7章  結 論  

 

第1節 ま と め  

 

本論文においては ， 研究開発を必要 と す る 企業が外部環境の激変の中で

いかに経営成果を高めつつ ， 同時に長期的な生存率を 追求で き る か を 研究

し た 。 こ の問題を探求す る ために ， 近年有力で あ る 活用 と 探索及び両利 き

の概念を導入 し ， 分析を試み る こ と と し た 。 し か し なが ら ， 多様化す る 両

利 き の概念は リ サーチデザ イ ン に対 し て適切に整合 し てい る 必要が あ り ，

そのために本論文では ， Venkatraman et al.[2007] をベー ス に し た独自の市

場の重複に基づいた活用 と 探索の操作化す る 手法を適用す る こ と に し た 。

こ の手法が こ れ ま での先行研究 と は大 き く 異な る 特徴は ， 他社 と の相対的

比較に よ っ て ， あ る 市場か ら 別の市場に進出す る ための難易度が個別企業

ご と に測定で き る よ う にな る こ と で あ っ た 。 こ れ ら の操作化に よ り ， 時系

列的な活用度 と 探索度を操作化す る こ と を 可能 と し ， 活用度 と 探索度 と 経

営成果の関係性を解析す る こ と がで き た 。 加え て ， こ れ ら を 用い る こ と で

組織内の イ ナーシ ャ の状態を可視化で き た 。  

 こ れ ら の手法を用いて ， 家庭用ゲーム ソ フ ト ウ ェ ア産業を題材 と し て ，

新ジ ャ ンルに探索的に進出す る 戦略 と 既存ジ ャ ンルに活用的な商品を提供

す る 戦略を取っ た企業が ， 外部環境の変化に よ っ て ， いかに経営成果を 上

げてい る か ， ま たは経営成果が上が る 可能性が低いか と い う こ と を 特定 し

た 。  

 こ れに よ れば ， 先行研究で コ ン セ ン サ ス と な っ てい る よ う に ， 活用は経

営成果に正の影響を与え ， 探索は阻害要因 と な り う る 。 さ ら に市場の状態
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で分類す る と ， 市場が確実期の状態 ， すなわち市場予測が高い時期に活用

を 行っ てい る 企業が高い成果を上げてい る こ と がわか っ た 。 言 う ま で も な

く ， 市場予測が立てやすい状態で あ る のだか ら ， その市場で徹底的に活用

を 行えば ， 開発費用 も 開発期間 も 抑え なが ら ， 多品種を展開で き ， 結果的

に利益率 も 高 ま る こ と は想像に難 く ない 。  

 一方で ， 探索については ， 特に確実期に明確に経営阻害要因 と な る 結果

と な っ た 。 こ れが意味す る と こ ろ は ， 特に市場予測が立てやすい確実期に

は ， 活用を促進 し ， 探索行為を排除 し よ う と す る こ と は短期的には合理的

で あ る と い う こ と で あ る 。 か く し て ， 市場安定期に選択 と 集中を進め ， 活

用一辺倒の経営を進め る こ と にな る ので あ る が ， 市場の不確実性が高い時

期には ， 活用は経営成果に寄与 し な く な り ， 探索は統計的に有意性を持た

ない ， すなわち貢献す る も の も あれば し ない も の も あ る と い う 事態に陥

る 。  

 ま た ， 5 章の自己強化プ ロ セ ス に関す る 分析結果を 加味すれば ， 多 く の

企業が市場が確実期で あ る う ちは ， 活用ま たは探索を 継続す る 自己強化プ

ロ セ ス が強 く 働 き ， 市場の不確実性が高ま る と ， 活用 し ていた企業が突如

探索を 始めた り ， 探索 し ていた企業が ， 活用一辺倒にな っ た り と ， 自己強

化プ ロ セ ス が弱 ま る と と も に ， こ れ ま でやっ ていなか っ た戦略に転換 し よ

う と す る 。  

 し か し なが ら ， いずれに し て も 市場が不確実な時期には統計的に有意に

な る よ う な ， すなわち大多数が経営成果を 出す よ う な方針はないので あ る 。

し たが っ て ， 市場が不確実な時期に陥っ てか ら ， 既存市場が縮退 し 慌て て

探索を 始め る こ と も ， こ れ ま でやっ て き た探索を止めて ， 活用に特化す る

こ と も ， 効果的な経営戦略 と は言い難い 。  
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 む し ろ ， 両利 き の Ｂ Ｄ モデル と Ｃ Ｄ モデルの比較分析か ら ， 市場が不確

実で あ る 時期には ， 下手に活用 と 探索のバ ラ ン ス を極端に と る ， あ る いは

極端に変え る こ と をせずに ， む し ろ市場の確実性が高い時期ほ ど ， ア グ レ

ッ シブに活用 と 探索の両方を高め よ う と すべ き なので あ る 。  

 本研究は ， ゲーム ソ フ ト ウ ェ ア産業を題材 と し た も ので あ っ たが ， 業種

に よ っ ては探索活動には よ り 長い年月がかか る も の も あ る で あ ろ う 。 こ れ

ら の活動を ， 外部環境に応 じ て適応的に変化 さ せてい く こ と は必要で あ る 。

こ の と き 制御すべ き は ， 活用 と 探索を増加 さ せ る か減少 さ せ る か ， それ ら

の間で ど う バ ラ ン ス を と る か と い う こ と で あ る 。 市場が不確実にな り 自社

の収益が減少 し た こ と を理由に探索を止めて し ま う 行為は短期的な生存率

を 上げ る か も し れないが ， 中長期的な生存を脅かす こ と にな る 。 よ り 重要

な こ と は ， 市場が予測で き る 状態の と き に ， 活用 と 探索のそれぞれで戦略

を 立て てお く 必要性で あ る 。 自己強化プ ロ セ ス に打ち勝ち ， 戦略転換を 行

う のは市場予測が安定的な時期で あ る べ き で あ る 。  

 

第2節 今 後 の 課 題  

 

 本論文では ， Venkatraman et al.[2007] を ベー ス に し た独自の市場の重複

に基づいた活用 と 探索の操作化手法を適用 し たが ， こ の手法を 適用す る に

あ た り ， 手法に適 し た分析対象を 選択的に利用す る こ と で ， 評価結果の妥

当性を 担保す る こ と と し た 。 し か し なが ら ， こ の手法を よ り 広 く 適用 し て

い く ので あれば ， 適用可能範囲 と 限界を よ り 多 く の産業に適用す る こ と で

評価 ， 確認す る 必要が あ ろ う 。 こ の点については ， 今後の検討課題 と し た

い 。  
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ま た ， 本稿では再検証容易性の観点か ら ， 敢え て組織内部の追検証が困

難な組織内部の定性情報は加え ていない 。 し か し なが ら ， 戦略的意思決定

が下 さ れ る と き の組織内部の状態が可視化で き る と ， さ ら に多 く の イ ン プ

リ ケーシ ョ ン が得 ら れ る こ と が期待で き る の も 事実で あ り ， 組織内部の ヒ

ア リ ン グ情報な ど を併用 し た よ り 詳細な分析 も 今後の課題で あ る 。  
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